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46 介護保険に関する事務 重点項目評価書

個人のプライバシー等の権利利益の保護の宣言

岡崎市は、介護保険に関する事務における特定個人情報ファイルの取扱い
に当たり、特定個人情報ファイルの取扱いが個人のプライバシー等の権利
利益に影響を及ぼしかねないことを認識し、番号法及び個人情報保護に関
する法令を遵守し、特定個人情報の漏えいその他の事態を発生させるリス
クを軽減させるために十分な措置を行い、もって個人のプライバシー等の権
利利益の保護に取り組んでいることを宣言する。
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Ⅰ 基本情報
１．特定個人情報ファイルを取り扱う事務

①事務の名称 介護保険に関する事務

②事務の内容

③対象人数

介護保険制度は、高齢者が介護が必要になっても住み慣れた地域や住まいで尊厳ある自立した生活
を送ることができるよう、介護保険法に基づき、介護が必要になった高齢者やその家族を社会全体で支
えていく社会保険制度である。

【被保険者】
第１号被保険者（65歳以上のかた）
第２号被保険者（40歳以上65歳未満で医療保険に加入しているかた）

【保険料】
第１号被保険者 所得に応じて算定された保険料を特別徴収又は普通徴収の方法により徴収する。
第２号被保険者 加入している医療保険から一括で納付される。

【サービスの利用】
① 介護保険 申請により介護認定を受け、ケアマネジャーが作成するケアプランに基づきサービスを利
用する。利用料の１割、２割又は３割を利用者が負担し、利用者負担額を除いた額が保険給付として国
保連合会を通じてサービス事業者へ支払われる。
② 総合事業 基本チェックリストを実施し、事業対象者となったら、ケアマネジャーが作成するケアプラ
ンに基づき、事業サービスを利用する。利用料の１割、２割又は３割を利用者が負担し、利用者負担額を
除いた額が保険給付として国保連合会を通じてサービス事業者へ支払われる。（利用は、第１号被保険
者のみ）

保険者である岡崎市が行う事務は次のとおりであり、行政手続における特定の個人を識別するための
番号の利用等に関する法律別表第１の主務省令で定める事務を定める命令(平成26年内閣府・総務省
令第５号）第50条のとおり、事務全般を通じて特定個人情報ファイルを使用する。

１ 資格管理
・年齢到達や転入による資格の取得、死亡や転出等による資格喪失、住所地特例対象者の管理など
被保険者の資格管理を行う。
・被保険者に対して被保険者証等を交付する。
・申請書の申請管理システムでの受理。

２ 保険料の賦課徴収
・被保険者の所得情報に基づき保険料を賦課し、納入通知書を作成し、送付する。
・年金保険者から特別徴収又は被保険者から普通徴収により、保険料を徴収する。
・保険料の滞納処分及び不納欠損に関する事務を処理する。
・保険料の減免を行う。

３ 要介護認定
・被保険者から要介護認定に係る申請（新規、更新、変更）を受付する。
・要介護認定に係る調査を実施する。
・要介護認定に係る主治医意見書の作成を依頼し、受理をする。
・認定審査会を開催する。
・要介護認定結果を通知し、認定情報を管理する。

４ 保険給付
・介護サービス費、介護予防サービス費の現物給付を行う。
・福祉用具購入・住宅改修など償還払いの申請書の受付、審査、支給決定、支払等の事務を行う。
・特定入所者介護サービス費に係る認定申請の受付、審査、認定証の交付等を行う。
・高額介護サービス費に係る申請書の受付、審査、支給決定、支払等の事務を行う。
・負担割合の判定、負担割合証の交付等の事務を行う。
・保険料滞納者に対して給付制限（給付額の減額、支払一時差止め差止め、支払方法の変更）を
行う。
・利用者負担額の減免及び給付等を行う。

５ 総合事業
・基本チェックリスト実施情報の管理を行う。
・他市町村総合事業対象者（住所地特例者）情報の管理を行う。
・介護保険の保険給付に準じた事務を行う。

[ 10万人以上30万人未満 1) 1,000人未満
3) 1万人以上10万人未満]

＜選択肢＞
2) 1,000人以上1万人未満
4) 10万人以上30万人未満



③他のシステムとの接続

２．特定個人情報ファイルを取り扱う事務において使用するシステム

①システムの名称 介護保険システム

１ 個人情報管理
・データ連携基盤により、宛名情報、住民税情報、生活保護受給情報、老齢福祉年金受給情報、老人

保健受給情報、医療保険加入情報、国民健康保険加入情報、後期高齢者医療被保険者情報等を取
得・管理する機能
・情報提供ネットワークシステムを通じて口座登録・連携ファイル関係取得する機能

２ 資格記録管理
・被保険者の資格喪失や資格取得を管理する機能
・被保険者証の交付申請や証の発行等を管理する機能
・介護保険施設等の入退所情報を管理する機能
・要保護境界層該当者情報を管理する機能

３ 保険料管理
・第一号被保険者の保険料の賦課情報を管理する機能
・保険料の減免情報を管理する機能
・保険料の収納情報を管理する機能

４ 受給者管理
・要介護認定申請の受付情報を管理する機能
・訪問調査に関する情報を管理する機能
・主治医意見書の作成依頼、受理等の情報を管理する機能
・認定審査会に関する情報を管理する機能
・要介護認定情報を管理する機能

５ 給付実績管理
・居宅サービス計画作成依頼届出の情報を管理する機能
・受給者異動情報を管理する機能
・償還払いの支給申請、支給決定、給付実績等の情報を管理する機能
・高額サービス費に関する情報を管理する機能
・国保連合会から送付される給付実績情報を管理する機能
・給付制限に関する情報を管理する機能
・特定入所者介護サービス費などの利用者負担減免情報を管理する機能
・高額医療合算介護サービス費に関する情報を管理する機能
・負担割合や証の発行等の情報を管理する機能
・国保連連携情報を管理する機能

６ 総合事業管理
・サービス事業者を管理する機能
・介護予防ケアマネジメント依頼届の情報を管理する機能
・事業対象者を管理する機能

②システムの機能

[ ] 情報提供ネットワークシステム [ ○

[ ○ ] その他 （ 収納システム、滞納システム )

[ ○ ] 宛名システム等 [

] 住民基本台帳ネットワークシステム [[

○

システム1

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム



[ ○ ] 宛名システム等 [
③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム

システム2

①システムの名称 収納システム

②システムの機能

１ 賦課情報取込
(1) 賦課情報登録機能

介護保険システムから賦課情報を受取り、収納情報に登録する。
更正が行われた場合は、更正処理後の賦課情報も受取る。

２ 収納
(1) 消込機能

納付義務者又は各機関から各種納付情報を受取り、収納情報の消込処理を行う。
(2) 還付、充当機能

還付、充当の対象者を抽出し、充当先がある場合は、充当処理を行い、納付義務者へ充当通知書
を通知する。
充当先がない場合、該当納付義務者に関する還付を行い、収納情報を更新する。

(3) 督促機能
納期限を過ぎても納付が行われていない納付義務者を抽出し、督促状を出力する。

３ 滞納繰越
(1) 滞納繰越機能

前年度の滞納分について、滞納繰越処理を行う。
４ 発行
(1) 各種証明書発行機能

納税（付）証明書、完納証明書等を作成、交付する。
(2) 納付書再発行機能

納付書を再発行する。
５ 照会
(1) 収納情報照会機能

該当の者に対する、賦課・収納情報等を照会する。
６ 会計資料作成
(1) 各種会計資料作成機能

収入日計表、収納月計表等の各種会計資料を作成する。

○

[ ○

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

[ ○ ] その他 （ 滞納システム、介護保険システム )

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム



システム3

①システムの名称 滞納システム

②システムの機能

１ 照会機能
滞納者の基本情報、折衝記録、賦課情報等を照会する。

２ 発行機能
催告書、各種照会文書、納付書等の出力を行う。

３ 財産状況管理機能
各種照会文書の回答より判明した財産内容を登録する。

４ 滞納管理機能
時効、不納欠損、法定納期限等及び執行停止等の登録・管理を行う。

５ 処分機能
繰上徴収を行い、納期限を変更する。
差押、参加差押、交付要求を登録し、各種調書の出力、充当、換価計算を行う。

６ 猶予機能
徴収猶予、換価猶予を行う。

７ 情報連携機能
宛名、収納、賦課等の情報を連携して取込む。処分情報等を連携する。

８ 統計機能
滞納に関する統計資料を作成する。

○

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

システム4

①システムの名称 宛名管理システム

②システムの機能

１ 基本情報管理機能
住登外者・法人の基本情報の登録・修正を行う。

２ 口座振替管理機能
納税者より口座振替に関する申込、変更、取消等を受付け、金融機関へ照会等を行い、納付方法を登

録、変更、取消を行う。
３ 名寄せ機能
本市における、個人を一意に識別するための独自の識別番号（以下、「宛名番号」という。）が異なる同

一個人のデータの名寄せを行う。
４ 送付先・納税管理人等情報管理機能
税目ごとに送付先を管理登録する。納税管理人等の情報を登録する。

○

[ ○ ] その他 （ 収納システム、介護保険システム )

③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （
収納システム、滞納システム、課税資料イメージ管理システム、申告書作成
システム、確定申告書管理システム

)

] 税務システム

○

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 税務システム



] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

システム5

①システムの名称 データ連携基盤（庁内連携システム）

②システムの機能

１ 連携データベース管理・連携機能
地域情報プラットフォームに準じた連携情報をデータベース上に副本として保持し、連携情報を必要と

するシステムへデータ連携することが可能な環境を提供する。

２ ファイル連携サイト管理機能
連携データベースで管理されている連携情報以外の情報をデータ連携する際のファイルの受け渡し場

所として個別にサイトを管理し提供する。

３ 文字コード変換機能
ファイルによるデータ連携をする際に必要がある場合にファイルの文字コードを 変換する。

４ 宛名管理機能
住民基本台帳情報、住登外情報、法人情報、共有者情報から統合宛名情報を生成・更新を行い管理

し、提供する。

５ アクセス権限管理機能
データ連携するシステムごとにＩＤを付与し必要な情報のみアクセスできるようにアクセス権限を設定し

管理する。

６ 共通情報提供機能
町字情報、金融機関情報など共通的に使用する情報について正本として保持、管理し提供する。

７ 庁内システムポータルサイト提供機能
対応するシステムにシングルサインオン（自動ログオン）するための庁内システムポータルサイトを提

供する。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [ ○

③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （

収納システム、滞納システム、戸籍情報システム、選挙管理システム、人事
給与システム、介護保険システム、国民健康保険システム、国民年金シス
テム、住民健康管理システム、生活保護システム、中国残留邦人等支援給
付システム、市心身障がい者福祉扶助料システム、県在宅重度障がい者手
当システム、障がい者手当（特別障がい者手当）システム、障がい者手当
（障がい児福祉手当）システム、特別児童扶養手当システム、障がい者扶養
共済システム、給付管理（補装具）システム、給付管理（日常生活用具）シス
テム、給付管理（その他）システム、更生医療システム、障がい福祉サービ
ス給付システム、基幹相談支援・障がい者虐待防止システム、家族介護用
品購入助成（おむつ券）システム、ねたきり高齢者等見舞金支給事業システ
ム、短期保護事業/措置システム、医療助成システム、後期高齢者医療シス
テム、育成医療給付システム、未熟児養育医療給付システム、小児慢性特
定疾患医療給付システム、障がい者福祉（精神）システム、一般不妊治療費
助成システム、特定不妊治療費助成システム、児童福祉システム、家庭児
童相談システム、母子寡婦福祉資金システム、保育システム、公立幼稚園
システム、私立幼稚園就園奨励費補助金システム、一時保育システム、市
営住宅システム、学齢簿・就学援助システム、税外収入管理システム、庁内
開発基盤システム、結核管理システム、特別給付金システム、出産・子育て
応援給付金システム、申請管理システム

)

] 税務システム



システム6

①システムの名称 中間サーバーコネクタ（団体内統合宛名管理システム）

②システムの機能

１ 団体内統合宛名番号管理機能
団体内統合宛名管理システムにおいて団体内統合宛名番号、個人番号を各業務システムの宛名情

報と紐付けて保存し、管理する機能

２ 住民基本台帳ネットワークシステム連携機能
各業務システムと住民基本台帳ネットワークシステムとの連携を中継する機能

３ 中間サーバー連携機能
各業務システムと中間サーバーとの連携を中継する機能

４ 符号取得機能
中間サーバー、住民基本台帳ネットワークシステムと連携して、処理通番や符号を取得する機能

５ 各システム連携機能
各業務システムからの要求に基づき、個人番号又は団体内統合宛名番号に紐付く宛名情報を通知

する機能

③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 中間サーバー、ＣＳコネクタ )

] 税務システム

○

[ ○ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム



] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

システム7

①システムの名称 中間サーバー

②システムの機能

中間サーバーは、情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）、中間サーバーコネクタ
等の各システムとデータの受け渡しを行うことで、符号の取得（※１）や各情報保有機関で保有する特定
個人情報の照会と提供等の業務を実現する。
（※１）セキュリティの観点により、特定個人情報の照会と提供の際は「個人番号」を直接利用せず「符
号」を取得して利用する。

１ 符号管理機能
情報照会又は提供に用いる個人の識別子である「符号」と、情報保有機関内で個人を特定するため

に利用する「団体内統合宛名番号」とを紐付け、その情報を保管・管理する機能

２ 情報照会機能
情報提供ネットワークシステムを介して、特定個人情報（連携対象）の情報照会及び情報提供受領

（照会した情報の受領）を行う機能

３ 情報提供機能
情報提供ネットワークシステムを介して、情報照会要求の受領及び当該特定個人情報（連携対象）

の提供を行う機能

４ 既存システム接続機能
中間サーバーと既存システム、団体内統合宛名管理システム及び住民基本台帳ネットワークシス

テムとの間で情報照会内容、情報提供内容、特定個人情報（連携対象）、符号取得のための情報等
について連携するための機能
なお、本市においては、中間サーバーとの接続連携は、団体内統合宛名管理システムにおいて行

う。

５ 情報提供等記録管理機能
特定個人情報（連携対象）の照会又は提供があった旨の情報提供等記録を生成し、管理する機能

６ 情報提供データベース管理機能
特定個人情報（連携対象）を副本として、保持・管理する機能

７ データ送受信機能
中間サーバーと情報提供ネットワークシステム（インターフェイスシステム）との間で情報照会、

提供又は符号取得のための情報等について連携するための機能

８ セキュリティ管理機能
セキュリティを管理するための機能

９ 職員認証・権限管理機能
中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人

情報（連携対象）へのアクセス制御を行う機能

10 システム管理機能
バッチの状況管理、業務統計情報の集計、稼働状態の通知、保管期限切れ情報の削除を行う

機能
11 お知らせ機能

お知らせ情報提供対象者への情報送信依頼に対し、情報提供ネットワークシステムを介してお知ら
せ情報の提供を行う機能

お知らせ情報提供対象者へ提供した情報に対する状況確認依頼に対し、情報提供ネットワーク
システムを介して回答結果の受領を行う機能

12 自己情報提供機能
マイナポータルから受領した通知を情報提供者に送信し、情報提供者が該当する個人に係る特定個

人情報の提供を行う機能

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
③他のシステムとの接続

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ] その他 （ )

] 税務システム



システム8

①システムの名称

住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）
※「３．特定個人情報ファイル名」に示す「本人確認情報ファイル」及び「送付先情報ファイル」は、住基
ネットの構成要素のうち、市町村ＣＳにおいて管理がなされているため、以降は、住基ネットの内の市町
村ＣＳ部分について記載する。

②システムの機能

・本人確認情報の更新
住民記録システムにおいて住民票の記載事項の変更又は新規作成が発生した場合に、当該情報を元
に市町村ＣＳの本人確認情報を更新し、都道府県サーバへ更新情報を送信する。
・本人確認
特例転入処理や住民票の写しの広域交付等を行う際、窓口における本人確認のため、提示された個人
番号カード等を元に住基ネットが保有する本人確認情報に照会を行い、確認結果を画面上に表示する。
・個人番号カードまたは住民基本台帳カードを利用した転入または転出（特例転入・転出）
個人番号カードの交付を受けている者等の転入が予定される場合に、転出証明書情報をＣＳを通じて受
け取り、その者に係る転入の届出を受け付けた際に、当該個人番号カードまたは住民基本台帳カードを
用いて転入処理を行う（一定期間経過後も転入の届出が行われない場合は、受け取った転出証明書情
報を消去する。）。
・本人確認情報検索
統合端末において入力された住民票コード、個人番号又は４情報（氏名、住所、性別、生年月日）の組合
せをキーに本人確認情報の検索を行い、検索条件に該当する本人確認情報の一覧を画面上に表示す
る。
・機構への情報照会
全国サーバに対して住民票コード、個人番号又は４情報の組合せをキーとした本人確認情報照会要求
を行い、該当する個人の本人確認情報を受領する。
・本人確認情報整合
本人確認情報ファイルの内容が都道府県知事が都道府県サーバにおいて保有している都道府県知事
保存本人確認情報ファイル及び機構が全国サーバにおいて保有している機構保存本人確認情報ファイ
ルと整合することを確認するため、都道府県サーバ及び全国サーバに対し、整合性確認用本人確認情
報を提供する。
・送付先情報通知
機構において、住民に対して番号通知書類(個人番号通知書、個人番号カード交付申請書（以下「交付
申請書」という。）等)を送付するため、住民記録システムから当該市町村の住民基本台帳に記載されて
いる者の送付先情報を抽出し、当該情報を、機構が設置・管理する個人番号カード管理システムに通知
する。
・個人番号カード管理システムとの情報連携
機構が設置・管理する個人番号カード管理システムに対し、個人番号カードの交付、廃止、回収又は一
時停止解除に係る情報や個人番号カードの返還情報等を連携する。
・附票AP連携機能
住所等の異動があった人の戸籍の附票情報を附票APへ送信する。
・住民票の広域交付
他市町村に住民票がある人の住民票を他市町村へ依頼し、印刷する。

③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ CSコネクタ、戸籍情報システム )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム



] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

システム9

①システムの名称 住民記録システム（既存住民基本台帳システム）

②システムの機能

・住民票の記載
転入、出生等により住民基本台帳に新たに住民を記録（住民票を作成）する。
・住民票の修正
住民票に記載されている事項に変更があったときに、記載を修正する。
・住民票の消除
転出、死亡等により住民基本台帳から住民に関する記録を消除（住民票を除票）する。
・住民票の照会
住民基本台帳から該当する住民に関する記録（住民票）を照会する。
・証明書・通知書の発行
住民票の写し、転出証明書、住民票コード通知票等の各種帳票を発行する。
・住基ネットとの連携
CSコネクタ（住民記録システムと住基ネットの連携を補助するシステム）、住基ネットを通じて国、県、他
市区町村との連携を行う。
・在留カード等発行システムとの連携
法務省の在留カード等発行システムから法務省連携システム（住民記録システムと在留カード等発行シ
ステムの連携を補助するシステム）を通じ法務省通知情報を受信する。
外国人住民の住所等変更時に在留カード等発行システムへ送信する市町村通知情報をCSコネクタと法
務省連携システムを通じ送信する。
・住民基本台帳関係統計資料及び住民基本台帳の一部の写しの閲覧に関する帳票作成
異動集計表や、人口統計用の集計表及び住民基本台帳の一部の写しの閲覧に関する帳票を作成す
る。
・附票APへの連携
住民票の記載等に応じて、戸籍の附票情報等を住基ネットを通じて附票APと連携する。
・住民票関係情報の移転、提供
庁内連携システムを通じ法令に基づく住民票関係情報を移転・提供する。
・個人番号カード及び住民基本台帳カード等の発行状況管理
個人番号カード及び住民基本台帳カードの交付状況の管理する。
・住民票記載項目の取得
国民健康保険、国民年金、後期高齢者医療及び介護保険の資格情報及び児童手当の支給に関する情
報及び印鑑登録の有無に関する情報を庁内他システムから取得をする。
・証明書コンビニ交付システムとの連携
住基コピー環境、証明書コンビニ交付システムを通じ、コンビニの端末より住民票、印鑑登録証明書を

発行する。

○

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （
ＣＳコネクタ、法務省連携システム、印鑑登録システム
選挙管理システム、住基コピー環境、税総合システム証明書発行機能

)

] 税務システム



システム10

①システムの名称 保険者専用ネットワークシステム（介護保険保険者支援システム）

②システムの機能

１ 外部作成データの送信機能
受給者異動連絡票情報等（特別徴収情報含む）の介護保険システムで作成されたデータを磁気媒体

から支援ソフトに取り 込み、国 保連合会へ伝送で届出を行うデータ形式に変換して、伝送通信ソフト
で送信する。

２ 審査結果情報等の受信機能
国保連合会から提供される給付実績等の審査結果情報（特別徴収情報含む）を伝送通信ソフトで受

信する。

３ 審査結果情報等の照会機能
国保連合会から提供されるデータを支援ソフトに取り込み、給付実績、請求情報等を照会する。

４ 審査結果情報等の発行機能
伝送通信ソフトと支援ソフトを利用し、審査エラーや給付実績等を出力する。

５ 連絡電文の受信機能
国保連合会からの連絡電文を伝送通信ソフトで受信する。

③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ 媒体のみの連携のため他システムとの接続無し )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

システム11

①システムの名称 要介護認定結果送信システム

②システムの機能
１ 認定審査状況の報告をする機能

介護保険システムで作成した要介護認定結果データを取込み厚生労働省老健局へ送信する。

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

システム12

①システムの名称 課税資料イメージ管理システム

②システムの機能

１ 資料スキャニング機能
資料をスキャンし、イメージデータを作成する。

２ 課税資料イメージ生成機能
電子データで提出された課税資料データをイメージ化する。

３ 資料イメージ照会機能
スキャン又は生成したイメージデータを画面表示、印刷する。

[ ○ ] その他 （ 媒体のみの連携のため他システムとの接続無し )

] 税務システム

③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ○ ] 宛名システム等 [ ○

[ ○ ] その他 （ 申告書作成システム、確定申告書管理システム )

] 税務システム

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム



法令上の根拠

１ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号。
以下「番号利用法」という。）第９条第１項 別表第１の68の項

２ 岡崎市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成27年条例第50号）第４条第１
項 別表第１の３の項

４．個人番号の利用 ※

１ 介護保険情報ファイル
２ 収納情報ファイル
３ 滞納情報ファイル

３．特定個人情報ファイル名

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム

システム13

①システムの名称 サービス検索・電子申請機能

②システムの機能

１．サービス検索・電子申請機能による申請を受理する機能
介護保険証及び負担割合証の再交付申請を受理する。
要介護・要支援認定の申請を受理する。
要介護・要支援更新認定の申請を受理する。
要介護・要支援状態区分変更認定の申請を受理する。
居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）依頼の届出を受理する。
高額介護（予防）サービス費の支給申請を受理する。
介護保険負担限度額認定申請を受理する。
居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給申請を受理する。
居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請を受理する。
住所移転後の要介護・要支援認定申請を受理する。

・【住民向け機能】
自らが受けることができるサービスをオンラインで検索及び申請ができる機能
・【地方公共団体向け機能】
住民が電子申請を行った際の申請データ取得画面又は機能を、地方公共団体に公開する機能

○

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [
③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

システム14

①システムの名称 申請管理システム

②システムの機能

１．連携機能
申請書のサービス検索・電子申請機能からの申請データの連携、CSコネクタからのシリアル番号紐付
情報の連携、業務システムへの申請データの連携及び申請書のサービス検索・電子申請機能への業務
ステータス情報の連携をする機能

２．画面照会機能
申請内容を審査するため、連携処理にて取得した申請データをオンライン照会する機能

３．帳票出力機能
連携処理にて取得した各種申請書の印刷を行う機能

[ ○ ] その他 （ 申請管理システム、CSコネクタ )

] 税務システム

③他のシステムとの接続

[ ] 情報提供ネットワークシステム [

[ ] 宛名システム等 [

[ ○ ] その他 （ サービス検索・電子申請システム、CSコネクタ )

] 税務システム

○

[ ] 住民基本台帳ネットワークシステム [

] 庁内連携システム

] 既存住民基本台帳システム



７．他の評価実施機関

-

①実施の有無

②法令上の根拠

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第8号 別表第２の93、94の項

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第8号 別表第２の１、２、３、４、５、６、８、11、17、22、26、30、33、39、42、43、46、56
の２、58、61、62、80、81、83、87、90、93、94、95、97、108、109、117、120の項

【４＿介護保険法による保険給付の支給、地域支援事業の実施若しくは保険料の徴収に関する情報】
【33＿国民健康保険法第五十六条第一項に規定する他の法令による給付の支給に関する情報】
【34＿健康保険法第五十五条に規定する他の法令による給付の支給に関する情報】
【36＿高齢者の医療の確保に関する法律第五十七条第一項に規定する他の法令による給付の支給に
関する情報】
【37＿障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七条に規定する他の法令に
より行われる給付の支給に関する情報】
【44＿船員保険法第三十三条に規定する他の法令による給付の支給に関する情報】
【46＿精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第三十条の二に規定する他の法律による医療に関
する給付の支給に関する情報】
【47＿感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第三十九条第一項に規定する他の
法律による医療に関する給付の支給に関する情報】
【50＿医療保険各法その他の法令による医療に関する給付の支給に関する情報】
【83＿難病の患者に対する医療等に関する法律第十二条に規定する他の法令による給付の支給に関
する情報】

５．情報提供ネットワークシステムによる情報連携 ※

②所属長の役職名 介護保険課長

６．評価実施機関における担当部署

①部署 福祉部介護保険課

[ ]

＜選択肢＞
1) 実施する
2) 実施しない
3) 未定

実施する



）口座登録・連携ファイル関係情報

◎識別情報 ： 対象者を特定するために記録
◎連絡先等情報 ： 本人への通知等の送付先として必要なために記録
◎業務関係情報
・地方税関係情報 ： 保険料の賦課及び保険給付を行うために記録
・医療保険関係情報 ： 医療費情報を基に高額医療介護合算サービス費の給付を行うために記録
・生活保護・社会福祉関係情報 ： 保険料の算定又は給付の減免等のために生活保護情報を記録
・介護・高齢者福祉関係情報 ： 認定情報等を基に給付事務を行うために記録
・年金関係情報 ： 介護保険料の特別徴収を行うために記録

[

[ ○ [ ○

[ ○

・業務関係情報

[

[ ○

⑤保有開始日 平成27年１0月5日

全ての記録項目

その妥当性

⑥事務担当部署 福祉部介護保険課

Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要

③対象となる本人の範囲 ※
介護保険被保険者（第１号被保険者及び認定を受けた第２号被保険者。資格喪失者を含む。）及びその
世帯員

その必要性
①介護保険法に基づき、被保険者に対して適正な保険給付又は保険料の賦課徴収を行うため。
②個人を正確かつ迅速に特定し、介護保険に関する事務を効率的に行うため。

④記録される項目

②対象となる本人の数

１．特定個人情報ファイル名

介護保険情報ファイル

２．基本情報

①ファイルの種類 ※ [ システム用ファイル

[ 10万人以上100万人未満

[

] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所）

・識別情報

・連絡先等情報

○

主な記録項目 ※

[

] 医療保険関係情報 ] 児童福祉・子育て関係情報 [○

[ ○ [

]

＜選択肢＞
1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

]

] 1） 10項目未満 2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満

＜選択肢＞

4） 100項目以上

] 個人番号 ] その他識別情報（内部番号）

] 連絡先（電話番号等）

] その他住民票関係情報

] 国税関係情報 ] 地方税関係情報 ] 健康・医療関係情報

] 障害者福祉関係情報

] 学校・教育関係情報

] 災害関係情報

] 介護・高齢者福祉関係情報

] 年金関係情報

100項目以上

[

[

（

[

別添１を参照。

[

[ ] 個人番号対応符号 ○

○

[

○ ] その他

[

] 生活保護・社会福祉関係情報 [

[ ] 雇用・労働関係情報 ○



] フラッシュメモリ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）○ ] 紙 [ ○

デジタル庁

] その他

[ ○

[

国保連合会、市町村（

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署 （
市民課、市民税課、国保年金課、医療助成室、地域福
祉課

）

[ ○ （

③委託先名

③使用目的 ※

再
委
託

使用部署 福祉部長寿課・介護保険課

３．特定個人情報の入手・使用

使用者数

④使用の主体

] その他 （

）

[ [] 電子メール [ ○ ○

[

②入手方法

）

[

⑤使用方法

[ ○

委託事項1

①委託内容 介護保険システムの運用保守及び改修業務

４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

・介護保険被保険者の資格管理、保険料の賦課徴収、要介護認定及び保険給付に関する事務を適正
に行うため。
・個人を正確かつ迅速に特定し、介護保険に関する事務を効率的に行うため。

①入手元 ※

[

再委託する

⑥使用開始日 平成28年1月1日

情報の突合
本人等の申請内容、住民票関係情報、地方税関係情報、医療保険関係情報、生活保護・社会福祉関係
情報、介護高齢者福祉関係情報、年金関係情報等の突合を行う。

⑤再委託の許諾方法

⑥再委託事項

④再委託の有無 ※

介護保険パッケージの導入、環境構築、他システム連携作業、クラウドサービスの提供

50人以上100人未満

[

[

[

富士通Japan株式会社 東海支社

）

[ ] 民間事業者 （

]

＜選択肢＞

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満

委託の有無 ※

②委託先における取扱者数

（

] 本人又は本人の代理人

] 情報提供ネットワークシステム

] 庁内連携システム] 専用線

] 地方公共団体・地方独立行政法人

）

1） 再委託する 2） 再委託しない

介護保険システム運用保守・改修業務委託

○ サービス検索・電子申請システム、CSコネクタ ）

] 行政機関・独立行政法人等

]

＜選択肢＞
1） 10人未満
3） 50人以上100人未満

（

]

） 件

＜選択肢＞
1） 委託する 2） 委託しない

]

＜選択肢＞
1） 10人未満
3） 50人以上100人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

10人以上50人未満

[ ○

[

１ 資格管理
・被保険者の資格管理、被保険者証等の交付管理を行う。

２ 保険料管理
・所得情報に基づいて保険料の賦課・徴収を行う。

３ 受給者管理
・申請により、認定調査等を実施し、介護認定を行う。

４ 給付実績管理
・介護サービス費等の保険給付を行う。

５ 総合事業管理
・総合事業に係る各種情報の管理を行う。

委託する

2

5） 500人以上1,000人未満

2） 10人以上50人未満
4） 100人以上500人未満
6） 1,000人以上

業務の一部を再委託するときは、あらかじめ市の書面による承認を得ることを委託契約上の条件として
いる。



介護保険システムに記録されている介護保険の被保険者及びその世帯員

提供・移転の有無

③提供する情報

介護保険システムの運用及びオペレーション作業

（ ○32

委託事項2

] 移転を行っている （

別紙１のとおり

] フラッシュメモリ

）[ ] その他 （

①法令上の根拠 別紙１のとおり

随時照会を受けた時

④提供する情報の対象となる
本人の数

⑤提供する情報の対象となる
本人の範囲

⑥提供方法

⑦時期・頻度

[ ○

別紙１のとおり提供先1

] 提供を行っている 9 ） 件

③委託先名 株式会社ヒミカ

④再委託の有無 ※ [

①委託内容

②委託先における取扱者数 [ 10人未満

再委託しない

再
委
託

⑤再委託の許諾方法

⑥再委託事項

②提供先における用途 別紙１のとおり

＜選択肢＞

] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

＜選択肢＞

] 1） 再委託する 2） 再委託しない

介護保険システム運用委託

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

] 行っていない

[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

[

５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

） 件 [

] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

10万人以上100万人未満

[

[

[ [

[

[ ○ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子メール



[ ]

＜選択肢＞
1） 1万人未満
2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満

10万人以上100万人未満

[ [

[ [
⑥移転方法

介護保険システムに記録されている介護保険の被保険者及びその世帯員
⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

] 庁内連携システム

] 電子メール

] フラッシュメモリ

[ ] その他 （

[ ] 専用線

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

] 紙

移転先1 別紙２のとおり

④移転する情報の対象となる
本人の数

○ [

5） 1,000万人以上

別紙２のとおり

７．備考

-

６．特定個人情報の保管・消去

保管場所 ※

１ 本市における措置
（1） 本市ではクラウドサービスを利用しているため、データの管理は、委託事業者の規定に基づき厳正
に行われている。
（2） 委託事業者選定時において、セキュリティ、情報の取扱いについて公的機関の認証を受けている
ことを条件としており、また、契約時に認証内容を確認している。
（3） 委託事業者が行っている特定個人情報の管理について、実地調査を行えることを契約条項として
いる。
（4） 紙媒体は、他の事務書類と混在しないよう徹底し、保管場所については第三者が容易に閲覧でき
ない場所を定めている。

２ 中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（1） 中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置している。データセンターへの入館、及び
サーバー室への入室を行う際は、警備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行
う。
（2） 特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バック
アップもデータベース上に保存される。

①法令上の根拠 別紙２のとおり

）

③移転する情報

随時⑦時期・頻度

②移転先における用途 別紙２のとおり



（別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

◆介護保険
＜宛名＞
・宛名コード ・個人番号 ・世帯コード ・氏名カナ ・氏名
・通称名カナ ・通称名 ・生年月日 ・性別 ・続柄
・郵便番号 ・住所 ・住所方書 ・住所コード ・住民区分
・住民日届出日 ・住民日異動日 ・住民日異動事由 ・非住民日届出日 ・非住民日異動日
・非住民日異動事由 ・届出日 ・異動日 ・異動事由 ・国籍
・入国目的 ・在留期間 ・在留期間満了日 ・外国人住民となった日・転入前郵便番号
・転入前住所 ・転入前住所方書 ・転出先郵便番号 ・転出先住所 ・転出先住所方書
・住民税情報 ・医療保険情報 ・老齢福祉年金情報 ・送付先情報 ・連絡先情報
・口座情報 ・老人保健情報 ・生活保護情報 ・特記事項情報 ・送達記録情報
・国民健康保険情報 ・後期高齢者情報 ・口座登録・連携ファイル関係情報

＜資格＞
・被保険者番号 ・資格異動日 ・資格届出日 ・資格取得日 ・資格喪失日
・一号該当日 ・資格異動事由 ・被保険者区分 ・証発行情報 ・施設入所情報
・境界層者情報 ・適用除外情報 ・負担割合情報

＜認定＞
・申請日 ・申請受理日 ・申請区分 ・申請理由 ・申請者関係
・申請者氏名 ・申請者住所 ・申請者郵便番号 ・申請者電話番号 ・訪問調査希望日時
・調査実施場所 ・調査票回収予定日 ・調査委託日 ・訪問調査日 ・訪問調査開始時刻
・調査委託事業者 ・訪問調査員 ・調査結果入手日 ・調査票番号 ・かかりつけ医医療機関
・かかりつけ医 ・意見書作成医医療機関・意見書作成医 ・意見書作成依頼日 ・意見書依頼書発行日
・診断命令書発行日 ・意見書作成日 ・意見書入手日 ・一次判定日 ・一次判定結果
・審査予定日 ・二次審査日 ・審査会会場 ・合議体番号 ・二次審査要介護区分
・サービス種類変更有無・認定取消日 ・サービス種類限定有無・認定有効月数 ・要介護認定日
・認定有効開始日 ・認定有効終了日 ・要介護認定認定理由 ・認定通知書通知日 ・処分延期事由
・処分延期決定日 ・処分延期通知書発行日・サービス種類限定情報・転入者管理情報 ・訪問調査情報
・訪問調査特記事項 ・主治医意見書情 ・審査会意見情報 ・生保２号被保険者情報

＜居宅＞
・申請受付日 ・届出日 ・居宅有効開始日 ・居宅有効終了日 ・居宅サービス届出番号
・居宅介護支援事業者 ・申請代理人 ・給付管理票情報

＜国保連＞
・受給者異動情報 ・共同処理用受給者異動情報
・給付実績情報 ・給付実績明細情報 ・過誤申立情報 ・再審査申立情報

＜償還＞
・サービス提供年月 ・申請書番号 ・申請給付種類 ・申請日 ・受付日
・申請者との関係 ・申請者事業者番号 ・申請者氏名 ・申請者郵便番号 ・申請者住所
・申請者電話番号 ・支払方法 ・支払口座 ・通知書送付先 ・保険請求額
・利用者負担額 ・審査年月 ・支給決定日 ・支払金額 ・緊急時施設療養情報
・特定診療費情報 ・食事費用情報 ・福祉用具購入費情報 ・住宅改修費情報 ・居宅サービス計画費情報
・事前相談情報

＜高額＞
・サービス提供年月 ・申請日 ・申請者との関係 ・申請者事業者 ・申請者氏名
・申請者郵便番号 ・申請者住所 ・申請者電話番号 ・支払方法 ・支払口座
・通知書送付先 ・サービス費用額 ・利用者負担額 ・算定基準額 ・支払済額
・高額支給額 ・勧奨通知書作成日 ・算定基準日 ・算定世帯コード ・所得区分
・老福の有無

＜減免＞
・減額申請日 ・申請者との関係 ・申請者氏名 ・申請者郵便番号 ・申請者住所
・申請者電話番号 ・減額認定日 ・減額結果通知書送付先・減額 ・減額開始日
・減額終了日 ・減額結果通知書作成日・一割負担減免情報 ・旧措置者減免情報 ・社会福祉法人減免情報
・特定標準負担額減額情報 ・訪問介護負担額減額情報 ・特定入所者介護サービス情報

＜制限＞
・一時差止対象者情報 ・控除適用情報 ・支払方法変更情報



＜合算＞
・高額合算申請情報 ・高額合算支給決定情報・高額合算自己負担額確認情報

＜事業＞
・基本チェックリスト実施日 ・受付日 ・本人同意 ・判定日
・判定結果 ・有効期間開始日 ・区分支給限度基準額 ・事業実績情報
・相談日 ・相談者情報 ・証記載保険者番号 ・他市町村被保険者番号
・介護予防ケアマネジメント情報

＜賦課＞
・賦課年度 ・徴収方法 ・賦課期日 ・賦課更正事由 ・賦課更正日
・所得段階 ・保険料額 ・減免情報 ・特徴年金情報 ・特徴年金情報（介護）

＜調定＞
・賦課年度 ・調定年度 ・徴収方法 ・期別 ・期別保険料額
・納期限

＜収納＞
・賦課年度 ・調定年度 ・徴収方法 ・期別 ・収納種別
・保険料収納金額 ・延滞金額 ・督促手数料額 ・収納日 ・領収日
・消込日 ・過誤納情報 ・還付充当情報 ・督促催告情報 ・滞納情報
・分納情報

※要配慮個人情報を含む



Ⅲ リスク対策 ※（７．②を除く。）

２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

リスクへの対策は十分か

３．特定個人情報の使用

リスクへの対策は十分か

リスク： 目的外の入手が行われるリスク

・届出書や申請書は業務に必要な情報のみを記載する定型の様式を使用しており、必要以上の情報を
入手できないものとなっている。また、窓口等で対応する職員についても、必要以上の情報を入手しない
よう教育を徹底する。
・庁内連携機能からの情報の入手については、入手可能な情報を限定しており目的外の入手ができな
い仕組みとなっている。
・特定個人情報の取扱いに関しては、本市情報セキュリティポリシー、税総合システム情報セキュリティ
実施手順に準ずる。

リスクに対する措置の内容

リスクに対する措置の内容

リスク１： 目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

・介護保険システムからは、被保険者情報及びその他の介護保険事務に必要な情報のみアクセスする
ことが可能であり、その他の事務に用いるファイルにはアクセスできないよう、アクセス制限を行ってい
る。
・通常運用に使用している端末画面には個人番号は表示されず、個人番号にアクセスする権限を持った
者が特定の操作を行った場合だけ個人番号が画面に表示される仕組みとなっている。
・介護保険システムにおいては、システム操作に関する操作履歴の記録を適切な方法で実施し、利用者
の不適切な利用を抑止している。
・介護保険システムが稼働するネットワークについては、以下により適切に管理された状態で稼働してい
る。
・庁内ネットワークは、ファイアウォール及びネットワーク環境の分離等による適切なアクセス制御を行っ
ている。
・データセンター内のネットワークは、委託事業者側の基準に基づき適切に管理されている。
・LGWANについては、地方公共団体情報システム機構（J-LIS)の基準に基づき適切に管理されている。
・宛名管理システムにおいては、個人番号利用事務以外で個人番号が取得されることのないように、個
人番号利用事務（システム）以外で個人番号での検索を行うことはできない。また、個人番号利用事務
（システム）以外では個人番号は画面表示させない。

特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

【不適切な方法で入手が行われるリスク】
・窓口での届出や申請受付については、申請の目的が認識できる定型の様式を使用し、不必要な入手の機会を抑制している。
・介護保険システムを利用できる職員及び利用できる権限の範囲は、庁内ポータル（認証基盤）を介したシングルサインオン機能により
情報システム部門において厳格に管理されており、越権行為による特定個人情報の奪取や成りすまし等による詐取ができない仕組み
となっている。
・当該情報に接続可能なシステム及び端末を予め登録し、許可された機器に限定した入手方法とすることで、対象外の機器からの入手
が行われないようにしている。

【入手した特定個人情報が不正確であるリスク】
・本市に住民登録のない者の特定個人情報の真正性の確認は、岡崎市住民基本台帳ネットワークシステム管理運営要綱の規定に基
づき、厳格なセキュリティ管理のもと住民基本台帳ネットワークシステムにより行う。

【入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク】
・介護保険システムを介した特定個人情報の入手は、主回線においては、専用線でサーバーと特定の端末を接続し、通信には認証、通
信内容の暗号化を実施しており、副回線においては、LGWANに接続された特定の端末から行われるものであり、端末の利用を許可さ
れた者でなければ行えないため、情報漏えい・紛失のリスクが軽減されている。

[

１．特定個人情報ファイル名

介護保険情報ファイル

]

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

十分である

[ 十分である

3） 課題が残されている

3） 課題が残されている
1） 特に力を入れている 2） 十分である
＜選択肢＞



ユーザ認証の管理

具体的な管理方法

＜システムを利用する端末への措置＞
端末へのログオンはＩＣカード及びＰＩＮコード（パスワード）によるため、使用を許可をされている者以外
はログオンすることができない。ＰＩＮコードは５回間違えることにより使用不可となり、情報システム部門
にて解除の手続きをしない限り利用することができなくなる。

＜介護保険システムにおける措置＞
システムへのログオンは庁内ポータル（認証基盤）を介して行う。庁内ポータルのシングルサインオン機
能を利用することにより、ユーザＩＤ及びパスワードは利用者及び外部の者が知ることがないため、不正
にログオンすることはできない。また、不正な端末からの接続については、システム及びファイアウォー
ルによる制限を行うことにより、利用ができないよう措置している。

特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

その他の措置の内容

＜アクセス権限の発効・失効の管理＞
・介護保険システムへのユーザIDごとのアクセス権限の登録／変更の際は、介護保険システムへアクセ
スできるユーザについては介護保険課が依頼し、情報システム部門の長が指定したシステム管理担当
者が変更を行っている。その他の者は、アクセス権限の登録／変更を行うためのアクセス権限が与えら
れていない。
・人事異動の場合等、権限が不要となった場合は、情報システム部門が、不要となったユーザＩＤや権限
を変更又は削除している。

＜アクセス権限の管理＞
・介護保険システムへのユーザIDごとのアクセス権限については、情報システム部門の長が指定したシ
ステム管理担当者が管理を行っており、職員の異動を把握し定期的な見直しを行い、不要となったIDや
権限を変更又は削除している。

[ 十分である

【従業者が事務外で使用するリスク】
・新規任用者に個人情報の取扱いについて研修を実施し、業務外利用の禁止を徹底している。
・介護保険システムにおいては、当該職員の権限に応じて処理可能なメニューのみを表示することで、業務に不必要な処理を行えない
仕組みとしている。

【特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク】
・クラウドサービス上でシステムを利用しているため、システムを介する以外に特定個人情報ファイルへの直接アクセスはできず、委託
事業者以外に複製することは不可能である。
・データセンターにおけるサーバー内の特定個人情報ファイルのアクセスに関する取扱い制限については、委託事業者の規定により適
切に管理されている。

リスクへの対策は十分か

リスク２： 権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

] 1） 行っている 2） 行っていない
＜選択肢＞[ 行っている



[ 十分に行っている

・目的外利用の禁止
・特定個人情報の閲覧者・更新者の制限
・特定個人情報の提供先の限定
・情報漏えいを防ぐための保管管理
・個人情報の返還・廃棄の手続
・必要に応じて、委託先の視察・監査を行うことができること

委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
担保

十分である

] 委託しない[

具体的な方法

・承認のない再委託を禁止している。
・特定個人情報の取扱いに関して受注者に課せられている事項と同一の事項の遵守を義務付け、再委
託先が受注者に提出した書類の写しを提出させて確認している。
・契約に基づき遵守状況等の報告を求めるとともに、必要に応じて監査又は実地調査を実施する。

[

特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

リスクへの対策は十分か

] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている
3） 課題が残されている

・委託契約の中で得た特定個人情報については、業務が完了した時又は本市より指示があった場合
は、速やかに返却・廃棄することとしている。

その他の措置の内容

2） 十分である

定めている[

リスク： 委託先における不正な使用等のリスク

規定の内容

【外部委託先業者において特定個人情報ファイルが適正に管理されないリスク】
・委託契約書において、受注者が取得した特定個人情報を第三者に提供することを原則禁止している。 ただし、契約履行のため合理的
に必要な範囲内で、事前に本市の承認を得た場合のみ再委託を行うことができる。その場合は、再委託先が委託契約約款および特定
個人情報取扱特記事項を遵守するために必要な事項、その他発注者が指示する事項を規定するとともに、再委託先に対する必要かつ
適切な監督、個人情報に関する適切な管理及び情報セキュリティ対策について、具体的に規定してあることを示した文書を本市へ提出
することとしている。
・委託契約の中で得た特定個人情報については、業務が完了した時又は本市による指示があった場合は速やかに返還・廃棄すること
としている。

４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

] 1） 特に力を入れて行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

2） 十分に行っている
＜選択肢＞



] 提供・移転しない

特定個人情報の提供・移転
に関するルール

リスクへの対策は十分か

]

十分である

特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

リスク： 不正な提供・移転が行われるリスク

その他の措置の内容

【不適切な方法で提供・移転が行われるリスク】
・本市の情報システム部門又は事務担当部門において、特定個人情報を取扱う者に対する情報セキュリティ及び個人情報保護に関す
る教育及び研修を実施。
・提供・移転は原則庁内連携システムを介して行っており、各システム間において情報連携が直接行われることがないため、不適切な
方法による提供・移転が防がれている。
・庁内連携システムのアクセス制限やログ管理については、岡崎市データ連携基盤連携機能利用ガイドラインに定められており、適切
に行われている。

【誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク】
・庁内連携システムに接続して情報を格納できるのは提供元システムに限られるため、誤った情報が格納されるリスクが軽減されてい
る。
・利用を許可されたシステムのみが庁内連携システムに接続することができ、必要な情報のみを取得する仕組みを構築しているため、
誤った相手に情報の提供・移転が行われることはない。

1） 定めている 2） 定めていない

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・同一機関内における特定個人情報の移転は個人情報の保護に関する法律の理念に則り、具体的な手
続きは岡崎市基幹系システム等運用要綱によって定めている。
・移転にあっては、移転先の各担当課から所管課へデータ利用承認申請書の提出が必要であると定め
ている。提出された申請書の内容を検査したうえで、申請書に記載のある目的以外に使用しないことを
遵守する前提で承認書を発行しているため、必要な情報のみが移転されている。

[ 定めている ＜選択肢＞

-

[

５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [



] 接続しない（提供）[ ] 接続しない（入手）６．情報提供ネットワークシステムとの接続

[ 十分である 2） 十分である

[

リスク１： 目的外の入手が行われるリスク

リスクに対する措置の内容

＜介護保険システム、中間サーバーコネクタのソフトウェアにおける措置＞
・情報照会処理については、当該事務の権限を有する職員のみに実施できるようにアクセス権限を設定
している。
・情報照会処理については、業務システム側で操作ログを記録しており、処理実施者、操作内容を把握
している。

＜介護保険システム、中間サーバーコネクタの運用における措置＞
・業務システムで記録している操作ログにより、目的外の入手が行われていないことを適宜確認してい
る。また、操作ログにより操作者、操作内容が把握可能である旨、広く関係者に周知している。
・番号法に定められている事務以外での情報照会は禁止されている旨、広く関係者内に周知している。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネットワークシステムに情報照会を行う際には、情報提供許可証
の発行と照会内容の照会許可用照合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワークシステムに求め、情
報提供ネットワークシステムから情報提供許可証を受領してから情報照会を実施することになる。つま
り、番号法上認められた情報連携以外の照会を拒否する機能を備えており、目的外提供やセキュリティ
リスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログア
ウトを実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切な
オンライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の照会及び照会した情報の受領を行う機
能。
（※２）番号法の規定による情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供に係る情報
照会者、情報提供者、事務及び特定個人情報を一覧化し、情報照会の可否を判断するために使用する
もの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と職員に付与された権限に基づいた各種機能や特定個人
情報へのアクセス制御を行う機能。

＜中間サーバー、中間サーバーコネクタの運用における措置＞
・情報提供等記録/アクセス記録、アクセスログ（ログイン認証、操作内容、特定個人情報アクセスログ、
アクセス時間、処理時刻等）、DBログを、適宜、確認している。
・また、中間サーバー側において、上記ログを取得しており、操作者、操作内容が把握可能である旨、広
く関係者に周知している。

リスクへの対策は十分か ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている
3） 課題が残されている



リスク２： 不正な提供が行われるリスク

リスクに対する措置の内容

＜介護保険システム、中間サーバーコネクタのソフトウェアにおける措置＞
・特定個人情報の提供は、原則、各システム間の自動連携に限定しているため、職員が意図的に不正
な提供を行うことを防止している。

＜介護保険システム、中間サーバーコネクタの運用における措置＞
・中間サーバー側に登録していない、または、自動応答を制限している等の場合、職員の操作により特
定個人情報を提供する場合には、情報提供にあたって所属長の承認を得た上で、介護保険システム、
中間サーバーコネクタにて処理を実行する運用を義務付けている。

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワークシステムにおける照会許可用照合リストを情報提供
ネットワークシステムから入手し、中間サーバーにも格納して、情報提供機能により、照会許可用照合リ
ストに基づき情報連携が認められた特定個人情報の提供の要求であるかチェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシステムに情報提供を行う際には、情報提供ネットワーク
システムから情報提供許可証と情報照会者へたどり着くための経路情報を受領し、照会内容に対応した
情報を自動で生成して送付することで、特定個人情報が不正に提供されるリスクに対応している。
・機微情報については自動応答を行わないように自動応答不可フラグを設定し、特定個人情報の提供を
行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を行うことで、センシティブな特定個人情報が不正に提供され
るリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ログアウトを
実施した職員、時刻、操作内容の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオン
ライン連携を抑止する仕組みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提供を行う
機能。

＜中間サーバーの運用における措置＞
・中間サーバー側で取得した情報提供に係るログを使って、不正な提供が行われていないことを、必要
に応じて確認する。



リスクへの対策は十分か

【特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク】
・庁内の他部署において最新情報に更新された際に、介護保険システムにも最新の特定個人情報が反映される仕組みを構築してい
る。
・本人等からの届出や他機関との情報連携により特定個人情報の変更を把握した場合、速やかに情報の更新を行い、最新の状態を保
つこととしている。

【特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク】
・紙媒体資料については、市職員が立ち会いのもと熔解し情報を削除する。
・保管期間を過ぎたデータについては、速やかに削除を行う。

その内容

[ 十分に行っている

リスク： 特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

①事故発生時手順の策定・
周知

情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

[ ] 1） 発生あり発生なし

[ 十分である

再発防止策の内容

その他の措置の内容

＜選択肢＞
2） 発生なし

＜選択肢＞
1） 特に力を入れている
3） 課題が残されている

]

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている
3） 十分に行っていない

2） 十分に行っている

＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能では、ログイン時の職員認証の他に、ログイン、ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組みになっている。
・情報連携においてのみ、情報提供用個人識別符号を用いることがシステム上担保されており、不正な名寄せが行われるリスクに対応
している。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
・中間サーバーと既存システム、情報提供ネットワークシステムとの間は、高度なセキュリティを維持した行政専用のネットワーク（総合
行政ネットワーク等）を利用することにより、安全性を確保している。
・中間サーバーと団体についてはVPN等の技術を利用し、団体ごとに通信回線を分離するとともに、通信を暗号化することで安全性を確
保している。
・中間サーバー・プラットフォームでは、特定個人情報を管理するデータベースを地方公共団体ごとに区分管理（アクセス制御）しており、
中間サーバー・プラットフォームを利用する団体であっても他団体が管理する情報には一切アクセスできない。
・特定個人情報の管理を地方公共団体のみが行うことで、中間サーバー・プラットフォームの保守・運用を行う事業者における情報漏え
い等のリスクを極小化する。

[ 十分である

７．特定個人情報の保管・消去

2） 十分であるリスクへの対策は十分か

] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置



１０．その他のリスク対策
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラ
シの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用、監視を実
現する。

＜本市における措置＞
・職員等（非常勤職員、臨時職員等を含む）に対して、個人情報保護に関する研修を行っていく。
・委託業者に対しては、契約に個人情報の適切な取扱いに関する内容、秘密保持に関する内容を含め
る事を義務付けている。

＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置＞
IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ教育資材
を作成し、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、運用規則（接続運用
規程等）や情報セキュリティに関する教育を年次（年２回）及び随時（新規要員着任時）実施することとし
ている。

８．監査

実施の有無

従業者に対する教育・啓発

具体的な方法

９．従業者に対する教育・啓発

＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

] 自己点検 ] 外部監査

]

[] 内部監査[ ○ [

[ 十分に行っている

○



Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要
１．特定個人情報ファイル名

２．収納情報ファイル

２．基本情報

①ファイルの種類 ※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

③対象となる本人の範囲 ※ 介護保険被保険者（資格喪失者を含む。）及びその世帯員

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

主な記録項目 ※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

その必要性 介護保険料の適正な収納管理業務実現のために必要な特定個人情報を保有

④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ○ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

その妥当性

【識別情報】
・収納情報の個人を正確に特定するために保有（参照）する。
・本市において、個人を一意に識別するために宛名番号を保有する。
【連絡先等情報】
・世帯特定のため保有する。
・手続き内容について確認する等、本人と連絡を取るために保有する。
【業務関係情報】
・介護・高齢者福祉関係情報：算出された介護保険料を把握するために保有する。
・その他（引落口座登録情報）：口座引落を行うために保有する。
・その他（還付口座情報）：還付処理を行うために保有する。

全ての記録項目 別添１を参照。

⑤保有開始日 平成27年１0月5日

[ ○ ] その他 （ 引落口座登録情報、還付口座情報 ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

⑥事務担当部署 福祉部介護保険課



（ 市民課 ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

３．特定個人情報の入手・使用

①入手元 ※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ] 民間事業者 （ ）

[ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ ）

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
②入手方法

[ ○ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

[ 100人以上500人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

宛名管理システム ）

③使用目的 ※ 介護保険被保険者の個人番号を利用し、より正確かつ効率的な収納管理事務を行うため。

④使用の主体

使用部署 介護保険課、情報システム課、各支所、市民課

使用者数

＜選択肢＞

情報の突合 通知書番号及び基本４情報（氏名・住所・性別・生年月日）等を用いて収納情報の突合を行う。

⑥使用開始日 平成28年1月1日

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

⑤使用方法 介護保険料の賦課情報・収納情報から、収納、還付、充当などの収納管理事務を行う。



委託の有無 ※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

（ 1 ） 件

４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

委託事項1 システム保守業務

①委託内容
・システムの運用、保守業務
・法制度改正に伴うシステムの改修作業

②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人以上50人未満 ]

2） 再委託しない

⑤再委託の許諾方法

以下の事項について、委託先から申請を受け、許諾を判断。
・再委託の必要性
・再委託先の選定基準
・再委託先の委託管理方法
・再委託先の名称、代表者及び所在地
・再委託する業務の内容
・再委託する業務に含まれる情報の種類
・再委託先のセキュリティ管理体制等

⑥再委託事項 事案に応じて、適宜調整する。

③委託先名 日本電気株式会社

再
委
託

④再委託の有無 ※

＜選択肢＞

[ 再委託する ] 1） 再委託する

] 移転を行っている （ 2 ） 件

[ ] 行っていない

５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件 [ ○

移転先1 福祉部国保年金課

①法令上の根拠 番号利用条例第4条

⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

介護保険被保険者

⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

②移転先における用途 保険料納付済額証明発行

③移転する情報 収納情報

④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

⑦時期・頻度 必要に応じて随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [



移転先2 福祉部医療助成室

①法令上の根拠 番号利用条例第4条

⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

介護保険被保険者

⑥移転方法

[ ○ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

②移転先における用途 保険料納付済額証明発行

③移転する情報 収納情報

④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

⑦時期・頻度 必要に応じて随時

] 紙

[ ] その他 （ ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

-

６．特定個人情報の保管・消去

保管場所 ※

１ 本市における措置
（1） 本市ではクラウドサービスを利用しているため、データの管理は、委託事業者の規定に基づき厳正
に行われている。
（2） 委託事業者選定時において、セキュリティ、情報の取扱いについて公的機関の認証を受けている
ことを条件としており、また、契約時に認証内容を確認している。
（3） 委託事業者が行っている特定個人情報の管理について、実地調査を行えることを契約条項として
いる。
（4） 紙媒体は、他の事務書類と混在しないよう徹底し、保管場所については第三者が容易に閲覧でき
ない場所を定めている。

２ 中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（1） 中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置している。データセンターへの入館、及び
サーバー室への入室を行う際は、警備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行
う。
（2） 特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バック
アップもデータベース上に保存される。

７．備考



（別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

収納情報ファイル
賦課年度（賦課決定された年度）、課税年度（本来課税すべき年度）、科目、期別、期別区分、会計年度、欠損時会計年度、宛名番号、
個人番号（※）、通知書番号、共有宛名番号、徴収区分、共有宛名番号、管轄CD、カナ区分、標識連番、車種CD、国保番号、被保険者
番号、調定情報、調定額、調定額内訳01、調定額内訳02、調定額内訳03、調定額内訳04、調定額内訳05、調定額内訳06、調定額内訳
07、調定額内訳08、調定額内訳09、調定額内訳10、確定延滞金、確定延滞金設定日、調定督促手数料、調定報奨金前、調定報奨金
後、事業年度自、事業年度至、延長月数、申告日、申告区分、申告期限、納付情報、納付額、納付額内訳01、納付額内訳02、納付額
内訳03、納付額内訳04、納付額内訳05、納付延滞金、納付督促手数料、交付報奨金、退職所得額、納付諸税加算金、納付過少申告
加算金、納付不申告加算金、納付重加算金、還付加算金、領収日、収入日、納期限、変更前納期限、法定納期限、法定納期限等、還
付情報、還付充当番号、未還付本税、未還付本税内訳01、未還付本税内訳02、未還付本税内訳03、未還付本税内訳04、未還付本税
内訳05、未還付延滞金、未還付督促手数料、未還付退職所得額、未還付諸税加算金、未還付過少申告加算金、未還付不申告加算
金、未還付重加算金、還付済本税、還付済本税内訳01、還付済本税内訳02、還付済本税内訳03、還付済本税内訳04、還付済本税内
訳05、還付済延滞金、還付済督促手数料、還付済退職所得額、還付済諸税加算金、還付済過少申告加算金、還付済不申告加算金、
還付済重加算金、還付有無区分、充当有無区分、X1還付処理日、X1還付請求書発行日、X1還付通知書発行日、X1支払通知書発行
日、X1還付決裁書発行日、X1還付調書発行日、X1還付再通知書発行日、X1窓口受領書発行日、X1還付時効起算日、X1還付時効日、
充当情報、元納付連番、市区町村識別CD、会計年度、納付時会計年度、元事業年度自、元事業年度至、元申告区分、元調定額、元調
定額内訳01、元調定額内訳02、元調定額内訳03、元調定額内訳04、元調定額内訳05、元調定額内訳06、元調定額内訳07、元調定額
内訳08、元調定額内訳09、元調定額内訳10、元確定延滞金、元調定督促手数料、元納付額、元納付額内訳01、元納付額内訳02、元
納付額内訳03、元納付額内訳04、元納付額内訳05、元納付延滞金、元納付督促手数料、元納付退職所得額、元納付諸税加算金、元
納付過少申告加算金、元納付不申告加算金、元納付重加算金、元領収日、元収入日、元充当税額、元充当税額内訳01、元充当税額
内訳02、元充当税額内訳03、元充当税額内訳04、元充当税額内訳05、元充当延滞金、元充当督促手数料、元充当退職所得額、元充
当諸税加算金、元充当過少申告加算金、元充当不申告加算金、元充当重加算金、元還付加算金、先宛名番号、先税目CD、先徴収区
分、先課税年度、先相当年度、先通知書番号、先期別CD、先事業年度自、先事業年度至、先申告区分、先調定額、先調定額内訳01、
先調定額内訳02、先調定額内訳03、先調定額内訳04、先調定額内訳05、先調定額内訳06、先調定額内訳07、先調定額内訳08、先調
定額内訳09、先調定額内訳10、先確定延滞金、先調定督促手数料、先納付額、先納付額内訳01、先納付額内訳02、先納付額内訳
03、先納付額内訳04、先納付額内訳05、先納付延滞金、先納付督促手数料、先納付退職所得額、先納付諸税加算金、先納付過少申
告加算金、先納付不申告加算金、先納付重加算金、先領収日、先収入日、先充当税額、先充当税額内訳01、先充当税額内訳02、先
充当税額内訳03、先充当税額内訳04、先充当税額内訳05、先充当延滞金、先充当督促手数料、先充当退職所得額、先充当諸税加算
金、先充当過少申告加算金、先充当不申告加算金、先充当重加算金、充当日、X1充当適状日、過誤納起算日、過誤納決裁日、過誤
納通知日、過誤納理由、過誤納状態区分、歳入歳出区分、充当振替区分、X1過誤納発生日、X1充当処理日、X1充当通知書発行日、
X1充当決裁書発行日、更正連番、返戻情報、返戻公示通知書区分、返戻公示履歴番号、市区町村識別CD、返戻公示状態CD、返戻
公示理由CD、変更前納期限、納期限、公示年月日、担当課名、還付充当番号、特徴指定番号、補足事項、法人申告区分、、過誤納情
報、X1過誤納理由、X1過誤納発生日、過誤納停止区分、滞納情報、時効中断日、処分事由CD、時効予定日、不納欠損有無区分、執
行停止有無区分、差押有無区分、参加差押有無区分、交付要求有無区分、分納誓約有無区分、分納管理番号、分納計画種別、分納
回数、納付誓約有無区分、納付委託有無区分、納付約束有無区分、延滞金免除有無区分、徴収猶予有無区分、換価猶予有無区分、
消滅区分CD、催告発付日、催告回数、催告停止区分、催告パターン、催告連番、執行停止該当条項区分、執行停止要件CD、執行停
止年月日、執行停止本税額、執行停止内訳01、執行停止内訳02、執行停止内訳03、執行停止内訳04、執行停止内訳05、執行停止延
滞金、執行停止督促手数料、欠損該当条項区分、欠損年月日、時効完成日、欠損本税額、欠損内訳01、欠損内訳02、欠損内訳03、欠
損内訳04、欠損内訳05、欠損延滞金、欠損督促手数料、引継年月日、完結区分、完結年月日、旧市区町村識別CD、繰上徴収日、その
他、調定基準日、当初納通発付日、納通発付日、税額更正日、督促発付日、納付手段CD、組合番号、督促出力有無区分、督促停止区
分、確定延滞変更有無区分、納期特例有無区分、集合徴収有無区分、都市計画税有無区分、共有分割区分、国保擬制世帯有無区
分、国保主2該当有無区分、収納税額更正有無区分、当初調定額、当初調定額内訳01、当初調定額内訳02、当初調定額内訳03、当初
調定額内訳04、当初調定額内訳05、当初調定額内訳06、当初調定額内訳07、当初調定額内訳08、当初調定額内訳09、当初調定額内
訳10、当初確定延滞金、当初調定督促手数料、繰越納付額、繰越納付額内訳01、繰越納付額内訳02、繰越納付額内訳03、繰越納付
額内訳04、繰越納付額内訳05、繰越納付延滞金、繰越納付督促手数料、繰越納付諸税加算金、繰越納付少申告加算金、繰越納付不
申告加算金、繰越納付重加算金、滞納引継有無区分、更新年月日、更新職員ID
※個人番号は、宛名番号と紐づけて宛名管理システムの情報から参照する。

収納情報ファイル（納付明細）
税目CD、課税年度、相当年度、通知書番号、徴収区分、期別CD、納付連番、納付連番枝番、会計年度、申告区分、調定納付明細CD、
納付額、納付額内訳01、納付額内訳02、納付額内訳03、納付額内訳04、納付額内訳05、納付延滞金、納付督促手数料、退職所得額、
交付報奨金、納付諸税加算金、納付少申告加算金、納付不申告加算金、納付重加算金、還付加算金、領収日、収入日、充当収入日、
納付種類CD、期別前納区分、確認番号、簿冊番号、簿冊連番、分納管理番号、分納計画種別、分納回数、金融機関本店CD、金融機
関支店CD、金融機関枝番CD、口座種別、口座番号、年金保険者CD、年金種別CD、実施機関CD、済通充当税額、済通充当税額内訳
01、済通充当税額内訳02、済通充当税額内訳03、済通充当税額内訳04、済通充当税額内訳05、済通充当延滞金、済通充当督促手数
料、済通充当退職所得額、済通充当諸税加算金、済通充当少申告加算金、済通充当不申告加算金、済通充当重加算金、済通未還付
税額、済通未還付税額内訳01、済通未還付税額内訳02、済通未還付税額内訳03、済通未還付税額内訳04、済通未還付税額内訳05、
済通未還付延滞金、済通未還付督促手数料、済通未還付退職所得額、済通未還付諸税加算金、済通未還付少申告加算、済通未還付
不申告加算、済通未還付重加算金、済通還付済税額、済通還付済税額内訳01、済通還付済税額内訳02、済通還付済税額内訳03、済
通還付済税額内訳04、済通還付済税額内訳05、済通還付済延滞金、済通還付済督促手数料、済通還付済退職所得額、済通還付済
諸税加算金、済通還付済少申告加算、済通還付済不申告加算、済通還付済重加算金、過誤納理由、還付充当番号、還付充当連番、
歳入歳出区分、充当振替区分、充当元先税目CD、充当元先課税年度、充当元先相当年度、充当元先通知書番号、充当元先徴収区
分、充当元先期別CD、充当還付加算本税、充当還付加算本税訳01、充当還付加算本税訳02、充当還付加算本税訳03、充当還付加
算本税訳04、充当還付加算本税訳05、充当還付加算延滞金、充当還付加算督促手数、充当還付加算退職所得、充当還付加算諸税
加算、充当還付加算少申加算、充当還付加算不申加算、充当還付加算重加算、消込データ入力区分、旧市区町村識別CD、更新日、
更新時刻、コンビニ連携番号、発行納付種類CD、取立日、消込済フラグ、個人番号（※）
※個人番号は、宛名番号と紐づけて宛名管理システムの情報から参照する。
※要配慮個人情報を含む



Ⅲ リスク対策 ※（７．②を除く。）

１．特定個人情報ファイル名

２ 収納情報ファイル

２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

リスク： 目的外の入手が行われるリスク

リスクに対する措置の内容

・介護保険被保険者の個人番号、4情報、その他の住民票関係情報の入手方法は、住記システムにて
入力した情報を、データ連携基盤で取得する方法に限定されるため、対象者以外の情報を入手すること
はない。
・庁内連携機能からの情報の入手については、入手可能な情報を限定しており目的外の入手ができな
い仕組みとなっている。
・窓口において住民から入手する口座情報、還付金請求書情報については、個人番号カード又は公的
身分証明の提示による本人確認を行い、対象者以外の情報を入手しないようにしている。また、対応す
る職員に必要以上の情報を入手しないよう教育を徹底している。
・その他、特定個人情報の取扱いに関しては、本市情報セキュリティポリシー、税総合システム情報セ
キュリティ実施手順に準ずる。

特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

【不適切な方法で入手が行われるリスク】
・介護保険被保険者の個人番号、4情報、その他の住民票関係情報の入手方法は、入退室管理をしているデータセンタ内のサーバー
間通信に限定することで安全を担保している。
・住民からの入手は、あらかじめ決められた窓口（職員による受付、職員による郵送受付等）に限定した入手とすることで、詐取・奪取が
行われないようにしている。

【入手した特定個人情報が不正確であるリスク】
・データ連携基盤から入手する情報については、入手元の各業務で本人確認を行っている。
・還付口座情報については、原則送付した過誤納還付金口座振替依頼書により登録を行うため、そこに記載されている情報にて真正性
の確認が行われている。

【入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失するリスク】
・窓口にて受領した口座情報、還付金請求書情報に関する文書は所定の場所にまとめて散逸のないよう留意し、一時保管する。
・外部記録媒体等を使用せず、庁内連携機能を介して収納情報及び住民記録情報を取得しており、情報漏えい・紛失のリスクを軽減し
ている。

３．特定個人情報の使用

リスク１： 目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

リスクに対する措置の内容

・番号利用業務以外の部門（条例に規定されていない業務も含む）における照会では、操作権限により、
個人番号が参照できないような仕組みが構築されている（個人番号を物理的に表示しない。）。また、収
納システムに対して不要なアクセスができないよう、適切なアクセス制御対策を実施している。
・収納システムにおいては、システム操作に関する操作履歴の記録を適切な方法で実施している。
・収納システムが稼働するネットワークについては、以下により適切に管理された状態で稼働している。
・庁内ネットワークは、ファイアウォール及びネットワーク環境の分離等による適切なアクセス制御を行っ
ている。
・データセンター内のネットワークは、委託事業者側の基準に基づき適切に管理されている。
・ＬＧＷＡＮについては、地方公共団体情報システム機構（J-LIS）の基準に基づき適切に管理されてい
る。
・宛名管理システムにおいては、個人番号利用事務以外で個人番号が取得されることのないように、個
人番号利用事務（システム）以外で個人番号での検索を行うことはできない。また、個人番号利用事務
（システム）以外では個人番号は画面表示されない。

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている



リスク２： 権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

具体的な管理方法

＜システムを利用する端末への措置＞
端末へのログオンはＩＣカード及びＰＩＮコード（パスワード）によるため、使用を許可をされている者以外
はログオンすることができない。ＰＩＮコードは５回間違えることにより使用不可となり、情報システム部門
にて解除の手続きをしない限り利用することができなくなる。

＜収納システムにおける措置＞
システムへのログオンは庁内ポータル（認証基盤）を介して行う。庁内ポータルのシングルサインオン機
能を利用することにより、ユーザＩＤ及びパスワードは利用者及び外部の者が知ることがないため、不正
にログオンすることはできない。また、不正な端末からの接続については、システム及びファイアウォー
ルによる制限を行うことにより、利用ができないよう措置している。

その他の措置の内容

＜アクセス権限の発効・失効の管理＞
・収納システムへのユーザIDごとのアクセス権限の登録／変更の際は、収納システムへアクセスできる
ユーザについては、情報システム部門の長が指定したシステム管理担当者が変更を行っている。その
他の者は、アクセス権限の登録／変更を行うためのアクセス権限が与えられていない。
・人事異動の場合等、権限が不要となった場合は、情報システム部門が、不要となったＩＤや権限を変更
又は削除している。
・収納システムでは、操作者による認証から認証解除を行うまでの間、操作履歴の記録を行っている（操
作者がどの個人に対して照会・異動を行ったかを記録している。）。
・自動実行等による処理についても、同様に操作履歴の記録を行っている。

＜アクセス権限の管理＞
・収納システムへのユーザIDごとのアクセス権限については、情報システム部門の長が指定したシステ
ム管理担当者が管理を行っており、職員の異動を把握し定期的な見直しを行い、不要となったIDや権限
を変更又は削除している。

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

【従事者が事務外で使用するリスク】
・他市区町村や行政機関において住民等の情報を業務外の目的で閲覧したり、漏えい事故を起こしたケースについての新聞記事等を
職場で共有し、注意喚起している。
・システム上、操作履歴情報を取得していることを周知し、業務外利用を抑止している。
・新規任用者に個人情報の取扱いについて研修を実施し、業務外利用の禁止を徹底している。
・収納システムにおいては、当該職員の権限に応じて処理可能なメニューのみを表示することで、業務に不必要な処理を行えない仕組
みとしている。

【特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク】
・クラウドサービス上でシステムを利用しているため、システムを介する以外に特定個人情報ファイルへの直接アクセスはできず、委託
事業者以外に複製することは不可能である。
・サーバー内の特定個人情報ファイルへのアクセスに関する取扱い制限については、委託事業者の規定により適切に管理されている。
・EUCデータには個人番号を含めないことで、端末に特定個人情報ファイルが作成されないようにしている。



４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

リスク： 委託先における不正な使用等のリスク

委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

[ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

具体的な方法
再委託先についても、上記で挙げた委託先における特定個人情報の取扱いに係る内容を遵守させるこ
ととしている。

規定の内容

・委託業務を遂行する目的以外に使用しないこと
・特定個人情報の閲覧者、更新者を制限すること
・特定個人情報を第三者に提供してはならないこと
・利用するユーザIDを、権限のない第三者に利用されないよう、パスワード等を適切に管理すること
・個人情報の管理状況について随時に委託先の実地調査を行い、又は必要な報告を求めることができ
ること

再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
担保

＜選択肢＞

[ 十分に行っている ] 1） 特に力を入れて行っている

3） 課題が残されている

特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

その他の措置の内容
定期報告会におけるセキュリティ関連の報告事項（事務処理中に発生した事故の原因と今後の対策等）
については、フォローアップを行っていく。

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 定めている 2） 定めていない

ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・同一機関内における特定個人情報の移転は個人情報の保護に関する法律の理念に則り、具体的な手
続きは岡崎市基幹系システム等運用要綱によって定めている。
・移転にあっては、移転先の各担当課から所管課へデータ利用承認申請書の提出が必要であると定め
ている。提出された申請書の内容を検査したうえで、申請書に記載のある目的以外に使用しないことを
遵守する前提で承認書を発行しているため、必要な情報のみが提供されている。

５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

リスク： 不正な提供・移転が行われるリスク

特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ 定めている ] ＜選択肢＞

その他の措置の内容 -

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

【不適切な方法で提供・移転が行われるリスク】
・本市の情報システム部門又は事務担当部門において、特定個人情報を取扱う者に対する情報セキュリティ及び個人情報保護に関す
る教育及び研修を実施している。
・提供・移転は原則庁内連携システムを介して行っており、各システム間において情報連携が直接行われることがないため、不適切な
方法による提供・移転が防がれている。
・庁内連携システムのアクセス制限やログ管理については、岡崎市データ連携基盤連携機能利用ガイドラインに定められており、適切
に利用されている。

【誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク】
庁内連携システムに接続して情報を格納できるのは提供元システムに限られるため、誤った情報が格納されるリスクが軽減されてい
る。
また、利用を許可されたシステムのみが庁内連携システムに接続することができ、必要な情報のみを取得する仕組みを構築しているた
め、誤った相手に情報の提供・移転が行われることはない。



６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

リスク２： 不正な提供が行われるリスク

○ ] 接続しない（提供）

リスク１： 目的外の入手が行われるリスク

リスクに対する措置の内容

リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

3） 課題が残されている

情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

７．特定個人情報の保管・消去

リスクに対する措置の内容

リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

リスク： 特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

①事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

その内容

再発防止策の内容

その他の措置の内容

②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている



○ ] 内部監査 [ ] 外部監査

９．従業者に対する教育・啓発

特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

【特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク】
・賦課更正を行った場合は、遅滞なく更正処理を実施する。
・収納情報は、納付実績に基づき更新され、納付が確認できない場合は督促を行い、納付義務者側でも収納情報が確認できるように
なっているため、古い情報のまま保存され続けることはない。

【特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク】
・保管期間を過ぎたデータについては、速やかに削除を行う。
・死亡者の口座登録データは、本市の判断において、適宜削除を行う。
・過去数年にわたって賦課がない状態の口座情報については、本市の判断において、適宜削除を行う。
・複数回口座引落を実施したものの、引落が出来なかった口座情報については、適宜削除を行う。

８．監査

実施の有無 [ ○ ] 自己点検 [

従業者に対する教育・啓発 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラ
シの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用、監視を実
現する。

具体的な方法

＜本市における措置＞
・職員等（非常勤職員、臨時職員等を含む）に対して、個人情報保護に関する研修を行っていく。
・委託業者に対しては、契約に個人情報の適切な取扱いに関する内容、秘密保持に関する内容を含め
る事を義務付けている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ教育資材
を作成し、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、運用規則（接続運用
規程等）や情報セキュリティに関する教育を年次（年２回）及び随時（新規要員着任時）実施することとし
ている。

１０．その他のリスク対策



Ⅱ 特定個人情報ファイルの概要
１．特定個人情報ファイル名

３ 滞納情報ファイル

２．基本情報

①ファイルの種類 ※

＜選択肢＞

[ システム用ファイル ]

2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

③対象となる本人の範囲 ※ 介護保険被保険者（資格喪失者を含む）及びその世帯員

1） システム用ファイル
2） その他の電子ファイル（表計算ファイル等）

②対象となる本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満 ]

[ ] 個人番号対応符号 [ ○ ] その他識別情報（内部番号）

2） 10項目以上50項目未満
3） 50項目以上100項目未満 4） 100項目以上

主な記録項目 ※

・識別情報

[ ○ ] 個人番号

その必要性 介護保険料の適正な収納管理業務実現のために必要な特定個人情報を保有

④記録される項目

＜選択肢＞

[ 100項目以上 ] 1） 10項目未満

[ ○ ] その他住民票関係情報

・業務関係情報

[ ] 国税関係情報 [ ] 地方税関係情報

・連絡先等情報

[ ○ ] 4情報（氏名、性別、生年月日、住所） [ ○ ] 連絡先（電話番号等）

] 障害者福祉関係情報

[ ○ ] 生活保護・社会福祉関係情報 [ ○ ] 介護・高齢者福祉関係情報

[ ] 健康・医療関係情報

[ ] 医療保険関係情報 [ ] 児童福祉・子育て関係情報 [

その妥当性

【識別情報】
・滞納情報の個人を正確に特定するために保有（参照）する。
【連絡先等情報】
・催告書等の送付先を設定、確認するために保有する。
・電話催告等、本人と連絡を取るために保有する。
・納付相談に世帯情報が必要なため保有する。
【業務関係情報】
・介護・高齢者福祉関係情報：算出された介護保険料を把握するために保有する。
・生活保護・社会福祉関係情報：執行停止要件を調査するために生活保護情報を保有する。
・雇用・労働関係情報：給与支払者調査のため保有する。
・その他（財産情報）：滞納処分のため保有する。

全ての記録項目 別添１を参照。

⑤保有開始日 平成27年１0月5日

[ ○ ] その他 （ 財産情報 ）

[ ] 学校・教育関係情報

[ ] 災害関係情報

[ ○ ] 雇用・労働関係情報 [ ] 年金関係情報

⑥事務担当部署 福祉部介護保険課



（ 市民税課、資産税課、納税課、市民課、地域福祉課 ）

[ ] 行政機関・独立行政法人等 （ ）

３．特定個人情報の入手・使用

①入手元 ※

[ ○ ] 本人又は本人の代理人

[ ○ ] 評価実施機関内の他部署

[ ] その他 （ ）

[ ○ ] 民間事業者 （ 金融機関、勤務先、取引先等 ）

[ ○ ] 地方公共団体・地方独立行政法人 （ 他市町村等 ）

[ ○ ] 庁内連携システム

[ ] 情報提供ネットワークシステム

] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。） [ ○ ] フラッシュメモリ

[ ] 電子メール [ ] 専用線
②入手方法

[ ○ ] 紙 [

[ ○ ] その他 （

[ 50人以上100人未満 ] 1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満

収納システム ）

③使用目的 ※
・住民に対して公正・公平な徴収をするため。
・個人を正確かつ迅速に特定し、滞納整理業務を効率的に行うため。

④使用の主体

使用部署 介護保険課、情報システム課、国保年金課、医療助成室、納税課

使用者数

＜選択肢＞

委託の有無 ※
[ 委託する ] ＜選択肢＞

1） 委託する 2） 委託しない

（ 1 ） 件

情報の突合
被保険者証記号番号、個人番号、基本４情報（氏名・住所・性別・生年月日）を用いて各情報の突合を行
う

⑥使用開始日 平成28年1月1日

４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託

5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

⑤使用方法

・個人を特定して納付相談事務を行う。滞納情報から差押、換価、配当等滞納処分を実施する。
・滞納者から提出された猶予申請書に基づき、猶予処分を行う。
・滞納情報から給付制限対象となるか否かの判別を行う。
・不納欠損事務を行う。

1） 10人未満 2） 10人以上50人未満
3） 50人以上100人未満 4） 100人以上500人未満
5） 500人以上1,000人未満 6） 1,000人以上

委託事項1 システム運用保守

①委託内容
システムの運用管理、稼働監視などを行う。
アプリケーションに関する法令改正対応等を行う。また職員からの問合せ対応や調査、作業指示書に基
づくデータ抽出などを行う。

②委託先における取扱者数

＜選択肢＞

[ 10人未満 ]

2） 再委託しない

⑤再委託の許諾方法

⑥再委託事項

③委託先名 株式会社シンク

再
委
託

④再委託の有無 ※

＜選択肢＞

[ 再委託しない ] 1） 再委託する



] 移転を行っている （ 3 ） 件

[ ] 行っていない

５．特定個人情報の提供・移転（委託に伴うものを除く。）

提供・移転の有無
[ ] 提供を行っている （ ） 件 [ ○

移転先1 財務部納税課

①法令上の根拠 番号利用条例第４条

⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

岡崎市介護保険の被保険者及びそのものが属する世帯の世帯主
※資格喪失者を含む

⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

②移転先における用途 滞納処分に関する事務

③移転する情報 滞納者の滞納状況等

④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

⑦時期・頻度 必要に応じて随時

移転先2 福祉部国保年金課

①法令上の根拠 番号利用条例第４条

] 紙

[ ○ ] その他 （ 滞納システム ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

介護保険被保険者

⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

②移転先における用途 滞納処分に関する事務

③移転する情報 滞納者の滞納状況等

④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

⑦時期・頻度 必要に応じて随時

] 紙

[ ○ ] その他 （ 滞納システム ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [



移転先3 福祉部医療助成室

①法令上の根拠 番号利用条例第４条

⑤移転する情報の対象となる
本人の範囲

岡崎市介護保険の被保険者及びそのものが属する世帯の世帯主
※資格喪失者を含む

⑥移転方法

[ ] 庁内連携システム [ ] 専用線

[

] 2） 1万人以上10万人未満
3） 10万人以上100万人未満
4） 100万人以上1,000万人未満
5） 1,000万人以上

②移転先における用途 滞納処分に関する事務

③移転する情報 滞納者の滞納状況等

④移転する情報の対象となる
本人の数

＜選択肢＞
1） 1万人未満

[ 10万人以上100万人未満

⑦時期・頻度 必要に応じて随時

] 紙

[ ○ ] その他 （ 滞納システム ）

] 電子メール [ ] 電子記録媒体（フラッシュメモリを除く。）

[ ] フラッシュメモリ [

-

６．特定個人情報の保管・消去

保管場所 ※

１ 本市における措置
（1） 本市ではクラウドサービスを利用しているため、データの管理は、委託事業者の規定に基づき厳正
に行われている。
（2） 委託事業者選定時において、セキュリティ、情報の取扱いについて公的機関の認めることを条件と
しており、また、契約時に認証内容を確認している。
（3） 委託事業者が行っている特定個人情報の管理について、実地調査を行えることを契約条項として
いる。
（4） 紙媒体は、他の事務書類と混在しないよう徹底し、保管場所については第三者が容易に閲覧でき
ない場所を定めている。

２ 中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（1） 中間サーバー･プラットフォームはデータセンターに設置している。データセンターへの入館、及び
サーバー室への入室を行う際は、警備員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申請との照合を行
う。
（2） 特定個人情報は、サーバー室に設置された中間サーバーのデータベース内に保存され、バック
アップもデータベース上に保存される。

７．備考



（別添１） 特定個人情報ファイル記録項目

１．宛名情報
1.イメージデータID,2.ホスト住民区分,3.ホスト通知書番号,4.リンク番号,5.一元区分,6.世帯番号,7.主従区分,8.主担当者コード,9.主担当者
変更事由,10.予定金額,11.事業種目コード,12.付箋内容コード,13.件名,14.住所,15.住所コード,16.住所外字フラグ,17.住所履歴連番,18.住
所超過フラグ,19.住民区分,20.使用区分,21.備考,22.優先順位,23.入力区分,24.出張担当フラグ,25.出張担当者コード,26.出張担当者変更
事由,27.前回入力区分,28.前回基準日,29.前回期限,30.前回滞納区分,31.前回設定日,32.副担当者コード,33.副担当者変更事由,34.勤務
先リンク番号,35.勤務先入力区分,36.勤務先連番,37.口座名義人カナ,38.口座番号,39.口座連番,40.号枝番,41.名寄リンク番号,42.名称清
音カナ,43.国籍コード,44.地図区分,45.地図巻コード,46.地図年度,47.地図番号,48.地図頁,49.基準日,50.外国人名カナ,51.外国人本名,52.
子々番,53.子番,54.宛名,55.宛名カナ,56.宛名外字フラグ,57.宛名超過フラグ,58.対象課税終了年度,59.対象課税開始年度,60.就職日,61.
性別コード,62.戸籍連番,63.担当割地区コード,64.拠点コード,65.支店コード,66.数値１,67.数値２,68.数値３,69.数値４,70.数値５,71.文字
１,72.文字１０,73.文字２,74.文字３,75.文字４,76.文字５,77.文字６,78.文字７,79.文字８,80.文字９,81.方書,82.日付１,83.日付２,84.日付３,85.日
付４,86.日付５,87.日本語１,88.日本語２,89.日本語３,90.日本語４,91.日本語５,92.時刻,93.更新ユーザID,94.更新ユーザーID,95.更新日
時,96.更新画面ID,97.更新端末名,98.有効フラグ,99.期限,100.本籍地,101.機能処理番号,102.機能種類コード,103.死亡日,104.法人名,105.
法人名カナ,106.注意事項コード,107.消除事由,108.消除日,109.滞納事由,110.滞納区分,111.滞納科目コード１,112.滞納科目コード１
０,113.滞納科目コード１１,114.滞納科目コード１２,115.滞納科目コード１３,116.滞納科目コード１４,117.滞納科目コード１５,118.滞納科目
コード２,119.滞納科目コード３,120.滞納科目コード４,121.滞納科目コード５,122.滞納科目コード６,123.滞納科目コード７,124.滞納科目コー
ド８,125.滞納科目コード９,126.滞納金額,127.照会印刷除外フラグ,128.特別事由,129.特別区分,130.特記メモ,131.特記事項,132.生保廃止
日,133.生保開始日,134.生年月日,135.町コード,136.画像用途コード,137.画像種類コード,138.番地番,139.異動事由,140.異動日,141.発行
制限区分,142.発行機能コード,143.登録事由,144.登録日,145.確定延滞金,146.科目,147.筆頭者名,148.約束内容コード,149.約束履行有
無,150.約束日,151.約束時刻,152.約束連番,153.納付種類コード,154.納税組合コード,155.終了日,156.続柄コード,157.職業コード,158.自治
省コード,159.色コード,160.行政区コード,161.記録日,162.記録時刻,163.設定日,164.設定者ID,165.詳細連番,166.調査日,167.返戻フラ
グ,168.退職日,169.送付先リンク番号,170.送付先区分,171.送付先名,172.送付先名カナ,173.送付先外字フラグ,174.送付先超過フラ
グ,175.送付先連番,176.通称名,177.通称名カナ,178.連絡先コード,179.連絡先内容,180.連絡先名,181.連絡先種類コード,182.連絡先連
番,183.郵便番号,184.金融機関コード,185.開始日,186.関連種類コード,187.関連者リンク番号,188.預金種別コード,189.ＤＶ区分,190.個人
番号（※）
※個人番号は、リンク番号と紐付けて宛名管理システムの情報から参照する。

２．期別情報
1.コンビニバーコード,2.データ区分,3.ホスト完納フラグ,4.ホスト申告区分,5.ホスト科目,6.ホスト通知書番号,7.リンク番号,8.事由発生日,9.
作成日,10.修正延滞金,11.修正督促手数料,12.修正調定額,13.停止種類コード,14.催告延長期限,15.入力区分,16.内数種類コード,17.処分
連番,18.処理拠点コード,19.収納履歴連番,20.収納延滞金,21.収納方法コード,22.収納日,23.収納督促手数料,24.収納連番,25.収納額,26.
口座不能フラグ,27.執行停止時効完成日,28.執行停止時効起算日,29.完納フラグ,30.延滞金,31.延滞金起算日,32.指示順序,33.支店コー
ド,34.数値１,35.数値２,36.数値３,37.数値４,38.数値５,39.文字１,40.文字１０,41.文字２,42.文字３,43.文字４,44.文字５,45.文字６,46.文字７,47.
文字８,48.文字９,49.日本語１,50.日本語２,51.日本語３,52.日本語４,53.日本語５,54.時効事由,55.時効完成日,56.時効履歴連番,57.時効起
算日,58.更新ユーザID,59.更新ユーザーID,60.更新日時,61.更新画面ID,62.更新端末名,63.更正延滞金,64.最終収納日,65.最終領収日,66.
期,67.根拠法令等,68.機能処理番号,69.機能種類コード,70.欠損事由,71.欠損年度,72.欠損理由,73.欠損理由詳細,74.欠損督促手数料,75.
欠損確定日,76.欠損種類コード,77.欠損調定額,78.活動・調査事項,79.消込日,80.消込管理番号,81.申告区分,82.発行年度,83.発送予定
日,84.発送内容コード,85.発送種類コード,86.相当年度,87.督促手数料,88.督促状指定納期限,89.督促発送期限,90.督催停止連番,91.確定
延滞金,92.確定延滞金有無,93.科目,94.納付延滞金,95.納付書番号,96.納付書番号内連番,97.納付督促手数料,98.納付金額,99.納期
限,100.納税組合コード,101.累計収納額,102.累計延滞金,103.累計督促手数料,104.終了日,105.経過記録連番,106.設定日,107.調定
額,108.資格番号,109.賦課年度,110.賦課拠点コード,111.返戻経過記録連番,112.通知書番号,113.速報データ区分,114.金融機関コー
ド,115.開始日,116.集合通知書番号,117.領収日,118.領収時刻

３．経過記録情報
1.イメージデータID,2.リンク番号,3.交渉結果コード,4.件名,5.処理拠点コード,6.区分１,7.区分２,8.区分３,9.場所コード,10.帳票公示送達
日,11.帳票公示送達状況コード,12.帳票再転送日,13.帳票回答有無,14.帳票延滞金計算日,15.帳票発送日,16.帳票種類コード,17.帳票調
査日,18.帳票返戻日,19.帳票返戻解除日,20.担当者コード,21.担当者名,22.接触フラグ,23.日付１,24.日付２,25.更新ユーザID,26.更新日
時,27.更新画面ID,28.更新端末名,29.画像種類コード,30.相手コード,31.経過内容,32.経過内容コード,33.経過種別コード,34.経過記録連
番,35.記録日,36.記録時刻,37.記録詳細,38.重要表示フラグ

４．分納情報
1.リンク番号,2.一回分金額,3.一括送付回数,4.備考,5.備考コード,6.内数種類コード,7.内訳連番,8.処理拠点コード,9.分納入金額,10.分納取
消日,11.分納回数,12.分納対象区分,13.分納連番,14.分納開始年月,15.加算月Ａ,16.加算月Ｂ,17.加算開始年Ａ,18.加算開始年Ｂ,19.加算
額Ａ,20.加算額Ｂ,21.収納連番,22.口座名義人カナ,23.口座番号,24.回数,25.完納日,26.対応コード,27.履行判断区分,28.履行区分,29.年度
機能処理番号,30.延滞金区分,31.延滞金計算フラグ,32.延滞金計算日,33.当初回数,34.担当者コード,35.担当者名,36.支店コード,37.日付
区分,38.更新ユーザID,39.更新日時,40.更新画面ID,41.更新端末名,42.月間隔,43.本日入金額,44.決裁日,45.消込区分,46.現誓約フラ
グ,47.発行回数,48.発行日,49.督促フラグ,50.端数処理区分,51.管理番号,52.約束管理フラグ,53.納付予定日,54.納付合計額,55.納付延滞
金,56.納付書番号,57.納付督促手数料,58.納付約束時刻,59.納付額,60.累計納付額,61.経過記録連番,62.計算方法区分,63.誓約日,64.資
料番号,65.金融機関コード,66.預金種別コード

５．延滞金減免情報
1.リンク番号,2.作成機能区分,3.処分連番,4.処理拠点コード,5.収納連番,6.延滞金減免連番,7.文書番号,8.文書番号年,9.更新ユーザID,10.
更新日時,11.更新画面ID,12.更新端末名,13.機能種類コード,14.決裁事項内容,15.決裁日,16.決裁減免区分,17.決裁減免率,18.減免後延
滞金,19.減免申請理由内容,20.減免終了日,21.減免開始日,22.申請日,23.申請減免区分,24.申請減免率,25.調査日



６．納付受託情報
1.リンク番号,2.備考,3.内数種類コード,4.内訳連番,5.処理拠点コード,6.券面金額,7.収納連番,8.取消日,9.取立費用額,10.受託日,11.完了
日,12.年度機能処理番号,13.延滞金区分,14.延滞金計算フラグ,15.延滞金計算日,16.担当者コード,17.担当者名,18.振出人名,19.振出
地,20.振出日,21.支払人名,22.支払地,23.支払期日,24.更新ユーザID,25.更新日時,26.更新画面ID,27.更新端末名,28.決裁日,29.消込区
分,30.督促フラグ,31.納付受託連番,32.納付合計額,33.納付延滞金,34.納付書番号,35.納付督促手数料,36.納付額,37.納期限,38.記号番
号,39.証券種類コード

７．入金情報
1.入金延滞金,2.入金日,3.入金督促手数料,4.入金納付書番号,5.入金納付書番号内連番,6.入金額,7.内数種類コード,8.収納履歴連番,9.
収納方法コード,10.収納連番,11.取消フラグ,12.延滞金計算日,13.復命書印刷フラグ,14.担当者コード,15.担当者名,16.時効履歴連番,17.
更新ユーザID,18.更新日時,19.更新画面ID,20.更新端末名,21.納付書印刷フラグ,22.経過記録連番,23.領収書番号

８．債務承認情報
1.リンク番号,2.備考,3.債務承認連番,4.内数種類コード,5.内訳連番,6.収納連番,7.対応者,8.対応者コード,9.延滞金,10.延滞金計算フラ
グ,11.延滞金計算日,12.更新ユーザID,13.更新日時,14.更新画面ID,15.更新端末名,16.未到来フラグ,17.機能種類コード,18.決裁日,19.督
促フラグ,20.督促手数料,21.納付額,22.納期限,23.累計収納額,24.累計延滞金,25.累計督促手数料,26.要すフラグ,27.調定額,28.調査日,29.
起案日

９．調査情報
1.データ照会連番,2.リンク番号,3.丁目,4.住所,5.備考,6.内容,7.勤務先連番,8.名称,9.回答メモ,10.回答日,11.地番,12.更新ユーザID,13.更新
日時,14.更新画面ID,15.更新端末名,16.照会先番号,17.照会区分,18.照会文書連番,19.照会日,20.照会状況区分,21.照会種類コード,22.町
村,23.登録担当者コード,24.登録日,25.種別コード,26.自治省コード,27.詳細連番,28.調査予定区分,29.調査予定対象連番,30.調査予定連
番,31.請求通数1,32.請求通数2,33.財産連番,34.郡市区,35.関係者連番

１０．財産情報
1.データ連携番号,2.リンク番号,3.休日時コード,4.住所コード,5.住所相違,6.保護預り契約内容,7.保護預り契約有無,8.備考,9.債務者住
所,10.債務者名,11.債務者郵便番号,12.債権額,13.公売区分,14.処分財産連番,15.処分連番,16.函番号,17.原簿閲覧日,18.参考事項,19.収
納連番,20.取引有無,21.取扱店名,22.口座内容コード,23.口座名義人,24.口座番号,25.契約日,26.定期振込日,27.定期振込額,28.履行期限
コード,29.履行期限内容,30.差押見込コード,31.延滞金,32.当初貸付金額,33.所持者住所,34.所持者氏名,35.担保物件,36.時間指定１コー
ド,37.時間指定２コード,38.更新ユーザID,39.更新日時,40.更新画面ID,41.更新端末名,42.最終取引日,43.権利者区分,44.権利者番号,45.毎
月返済額,46.法定納期限等,47.満期日,48.現在残高額,49.生命保険有無,50.登録番号,51.督促手数料,52.種別コード,53.種別内容,54.第三
債務者住所,55.第三債務者住所コード,56.第三債務者名,57.第三債務者郵便番号,58.納期限,59.設定日,60.設置場所,61.詳細区分,62.詳
細連番,63.調定額,64.調査日,65.調査財産連番,66.財産内容,67.財産種類コード,68.財産管理区分,69.財産連番,70.財産関連連番,71.貸付
有無,72.貸付残高額,73.貸金庫契約日,74.貸金庫契約有無,75.資料番号,76.車台番号,77.車名及び型式,78.返済予定日,79.送付先住
所,80.送付先住所コード,81.送付先名,82.送付先郵便番号,83.配当見込区分,84.配当連番,85.電話番号,86.預金種別コード

１１．処分情報
1.カナ名称,2.リンク番号,3.事件番号,4.事件番号区分,5.事件番号年度,6.交付場所,7.交付時刻,8.交付期日,9.住所,10.住所コード,11.保管
命令日,12.保管解除手続,13.備考,14.債権者番号,15.債権者財産連番,16.債権額,17.充当連番,18.入力区分,19.入金前残高,20.入金額,21.
内数種類コード,22.内訳連番,23.処分リンク番号,24.処分状況コード,25.処分種別コード,26.処分種類コード,27.処分詳細コード,28.処分連
番,29.処分金額,30.処理拠点コード,31.出張担当者コード,32.占有日,33.占有者住所,34.占有者住所コード,35.占有者名,36.占有者方書,37.
占有者郵便番号,38.占有者関係,39.反対債権内容コード,40.反対債権金額,41.収納連番,42.取立種別コード,43.受付日,44.受付番号,45.受
付番号区分,46.受入金額,47.合算区分,48.名称,49.名称カナ,50.執行予定日,51.執行日,52.執行機関番号,53.変更後時刻,54.変更後納期
限,55.差押日,56.帳票備考,57.延滞金,58.延滞金区分,59.延滞金計算フラグ,60.延滞金計算日,61.引渡期限,62.捜索場所,63.捜索日,64.捜
索終了時刻,65.捜索開始時刻,66.搬出日,67.文書番号,68.文書番号年,69.方書,70.更新ユーザID,71.更新日時,72.更新画面ID,73.更新端
末名,74.本日残高,75.残余金,76.残余金交付,77.残余金計算値,78.決裁日,79.法務局番号,80.法定納期限等,81.消込区分,82.漢字名称,83.
特定記録送付日,84.発行日,85.登録年月日,86.督促フラグ,87.督促区分,88.督促手数料,89.破産手続開始日,90.破産管財人番号,91.種目
内容,92.立会人１住所,93.立会人１住所コード,94.立会人１名,95.立会人１方書,96.立会人１郵便番号,97.立会人１関係,98.立会人２住
所,99.立会人２住所コード,100.立会人２名,101.立会人２方書,102.立会人２郵便番号,103.立会人２関係,104.納付額,105.納期限,106.納期
限変更連番,107.累計収納額,108.累計延滞金,109.累計督促手数料,110.職氏名番号,111.複数フラグ,112.解除処分連番,113.解除区
分,114.解除日,115.解除理由,116.解除理由内容,117.設定日,118.詳細連番,119.調定額,120.財産引渡手続,121.財産種類コード,122.財産
表示コード,123.財産連番,124.起案日,125.郵便番号,126.配当連番,127.配当金額,128.配当順位,129.配当額

１２．執行停止情報
1.リンク番号,2.代表者名,3.住基登録区分,4.住所,5.住所コード,6.処理拠点コード,7.勤務先名,8.取消事由,9.名称,10.名称カナ,11.執行停止
理由,12.執行停止要件コード,13.執行停止解除理由,14.執行停止連番,15.文書番号,16.文書番号年,17.方書,18.更新ユーザID,19.更新日
時,20.更新画面ID,21.更新端末名,22.決裁日,23.法人登記有無,24.照会先自治体コード,25.生年月日,26.解除日,27.起案日,28.転出先住基
有無,29.転出先住所,30.転出先方書,31.転出先除票日,32.転出先除票理由コード,33.郵便番号,34.除票日,35.除票理由コード,36.電話番号

１３．猶予情報
1.リンク番号,2.住所,3.保証人リンク番号,4.処理拠点コード,5.原因日,6.取消理由,7.受付日,8.受付番号,9.受理日,10.名称,11.名称カナ,12.手
入力フラグ,13.担保提供コード,14.担保提供内容,15.担保種類コード,16.文書番号,17.文書番号年,18.文章番号年,19.方書,20.更新ユーザ
ID,21.更新日時,22.更新画面ID,23.更新端末名,24.決裁日,25.法務局番号,26.猶予事由,27.猶予種類コード,28.猶予連番,29.申請日,30.終
了日,31.解除理由,32.許可区分,33.財産連番,34.起案日,35.郵便番号,36.開始日,37.電話番号

１４．承継情報
1.リンク番号,2.住所,3.備考,4.処理拠点コード,5.前年所得額,6.名称,7.変更前納付義務承継額,8.承継リンク番号,9.承継内訳連番,10.承継
種類コード,11.承継連番,12.承継額,13.指定納期限,14.文書番号,15.文書番号年,16.更新ユーザID,17.更新日時,18.更新画面ID,19.更新端
末名,20.根拠規定,21.決裁日,22.滞納状況,23.理由,24.相続分子,25.相続分母,26.相続財産評価額,27.相続開始日,28.納付場所,29.納付責
任額,30.続柄コード,31.職種,32.評価額,33.財産調査状況,34.責任限度,35.起案日,36.郵便番号



１５．介護保険料賦課情報
1.リンク番号,2.世帯課税区分,3.予備月１,4.予備月２,5.保険料段階１月,6.保険料段階１０月,7.保険料段階１１月,8.保険料段階１２月,9.保
険料段階２月,10.保険料段階３月,11.保険料段階４月,12.保険料段階５月,13.保険料段階６月,14.保険料段階７月,15.保険料段階８月,16.
保険料段階９月,17.分離所得控除コード１,18.分離所得控除コード２,19.分離所得控除コード３,20.分離所得控除コード４,21.分離所得控除
コード５,22.分離所得控除コード６,23.分離所得控除コード７,24.分離所得控除コード８,25.分離所得控除符号１,26.分離所得控除符号
２,27.分離所得控除符号３,28.分離所得控除符号４,29.分離所得控除符号５,30.分離所得控除符号６,31.分離所得控除符号７,32.分離所
得控除符号８,33.分離所得控除金額１,34.分離所得控除金額２,35.分離所得控除金額３,36.分離所得控除金額４,37.分離所得控除金額
５,38.分離所得控除金額６,39.分離所得控除金額７,40.分離所得控除金額８,41.取得事由,42.取得届出日,43.取得日,44.合計所得,45.合計
所得符号,46.喪失事由,47.喪失届出日,48.喪失日,49.基準判定所得,50.履歴番号,51.年保険料,52.徴収方法,53.所得区分,54.所得履歴番
号,55.所得更新日,56.所得段階,57.所得調査区分,58.普徴保険料１月,59.普徴保険料１０月,60.普徴保険料１１月,61.普徴保険料１２月,62.
普徴保険料２月,63.普徴保険料３月,64.普徴保険料４月,65.普徴保険料５月,66.普徴保険料６月,67.普徴保険料７月,68.普徴保険料８
月,69.普徴保険料９月,70.普徴開始年月,71.普通徴収額,72.更新ユーザID,73.更新日時,74.更新画面ID,75.更新端末名,76.本人課税区
分,77.減免事由,78.減免前課税非課税区分,79.減免後課税非課税区分,80.減免決定日,81.減免申請日,82.減免終了年月,83.減免開始年
月,84.減免額,85.特別徴収額,86.特徴保険料１０月,87.特徴保険料１２月,88.特徴保険料２月,89.特徴保険料４月,90.特徴保険料６月,91.特
徴保険料８月,92.特徴開始年月,93.生保代理機関コード,94.生活保護適用年月,95.申告区分,96.相当年度,97.算出保険料,98.総合所得控
除コード１,99.総合所得控除コード１０,100.総合所得控除コード２,101.総合所得控除コード３,102.総合所得控除コード４,103.総合所得控
除コード５,104.総合所得控除コード６,105.総合所得控除コード７,106.総合所得控除コード８,107.総合所得控除コード９,108.総合所得控除
符号１,109.総合所得控除符号１０,110.総合所得控除符号２,111.総合所得控除符号３,112.総合所得控除符号４,113.総合所得控除符号
５,114.総合所得控除符号６,115.総合所得控除符号７,116.総合所得控除符号８,117.総合所得控除符号９,118.総合所得控除金額１,119.
総合所得控除金額１０,120.総合所得控除金額２,121.総合所得控除金額３,122.総合所得控除金額４,123.総合所得控除金額５,124.総合
所得控除金額６,125.総合所得控除金額７,126.総合所得控除金額８,127.総合所得控除金額９,128.総所得合計,129.総所得合計符号,130.
老齢福祉適用年月,131.被保険者番号,132.被保険者種別,133.資格履歴番号,134.賦課年度,135.賦課更正日

※要配慮個人情報を含む



Ⅲ リスク対策 ※（７．②を除く。）

１．特定個人情報ファイル名

３ 滞納情報ファイル

２．特定個人情報の入手 （情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）

リスク： 目的外の入手が行われるリスク

リスクに対する措置の内容

・介護保険被保険者の個人番号、4情報、その他の住民票関係情報の入手方法は、住記システムにて
入力した情報を、データ連携基盤経由で取得する方法に限定されるため、対象者以外の情報を入手す
ることはない。
・その他（窓口応対、電話応対、窓口申請書など）での入手については、対象者以外の情報を入手しな
いよう職員に対する教育を徹底する。個人番号カード又は通知カード、身分証明書の提示や聞取りによ
り本人確認を行い、対象者であることを確認する。
・特定個人情報の取扱いに関しては、本市情報セキュリティポリシー、税総合システム情報セキュリティ
実施手順に準ずる。

特定個人情報の入手（情報提供ネットワークシステムを通じた入手を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

【不適切な方法で入手が行われるリスク】
・介護保険被保険者の個人番号、4情報、その他の住民票関係情報の入手方法は、入退室管理をしているデータセンタ内のサーバー
間通信に限定することで安全を担保している。

【入手した特定個人情報が不正確であるリスク】
・代理人から入手する場合においても代理人の身分を明確にさせるほか、委任状などで委任行為の確認を行い、その他本人と同等の
確認を行う。

３．特定個人情報の使用

リスク１： 目的を超えた紐付け、事務に必要のない情報との紐付けが行われるリスク

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

リスクに対する措置の内容

・番号利用業務以外の部門（条例に規定されていない業務も含む）が滞納システムに対して不要なアク
セスができないよう、適切なアクセス制御対策を実施している。
・滞納システムにおいては、システム操作に関する操作履歴の記録を適切な方法で実施している。
・滞納システムが稼働するネットワークについては、以下により適切に管理された状態で稼働している。
・庁内ネットワークは、ファイアウォール及びネットワーク環境の分離等による適切なアクセス制御を行っ
ている。
・データセンター内のネットワークは、委託事業者側の基準に基づき適切に管理されている。
・ＬＧＷＡＮについては、地方公共団体情報システム機構（J-LIS）の基準に基づき適切に管理されてい
る。
・宛名管理システムにおいては、個人番号利用事務以外で個人番号が取得されることのないように、個
人番号利用事務（システム）以外で個人番号での検索を行うことはできない。また、個人番号利用事務
（システム）以外では個人番号は画面表示されない。

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている



リスク２： 権限のない者（元職員、アクセス権限のない職員等）によって不正に使用されるリスク

ユーザ認証の管理 [ 行っている ] ＜選択肢＞
1） 行っている 2） 行っていない

具体的な管理方法

＜システムを利用する端末への措置＞
端末へのログオンはＩＣカード及びＰＩＮコード（パスワード）によるため、使用を許可をされている者以外
はログオンすることができない。ＰＩＮコードは５回間違えることにより使用不可となり、情報システム部門
にて解除の手続きをしない限り利用することができなくなる。

＜滞納システムにおける措置＞
システムへのログオンは庁内ポータル（認証基盤）を介して行う。庁内ポータルのシングルサインオン機
能を利用することにより、ユーザＩＤ及びパスワードは利用者及び外部の者が知ることがないため、不正
にログオンすることはできない。また、不正な端末からの接続については、システム及びファイアウォー
ルによる制限を行うことにより、利用ができないよう措置している。

その他の措置の内容

＜アクセス権限の発効・失効の管理＞
・滞納システムへのユーザIDごとのアクセス権限の登録／変更の際は、滞納システムへアクセスできる
ユーザについては、情報システム部門の長が指定したシステム管理担当者が変更を行っている。その
他の者は、アクセス権限の登録／変更を行うためのアクセス権限が与えられていない。
・人事異動の場合等、権限が不要となった場合は、情報システム部門が、不要となったＩＤや権限を変更
又は削除している。

＜アクセス権限の管理＞
・滞納システムへのユーザIDごとのアクセス権限については、情報システム部門の長が指定したシステ
ム管理担当者が管理を行っており、職員の異動を把握し定期的な見直しを行い、不要となったIDや権限
を変更又は削除している。

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

特定個人情報の使用におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

【従事者が事務外で使用するリスク】
・他市区町村や行政機関において住民等の情報を業務外の目的で閲覧したり、漏えい事故を起こしたケースについての新聞記事等を
職場で共有し、注意喚起している。
・個人や他市区町村、関係機関からの問合せに対する対応方法について、年度当初に注意喚起している。
・システム上、操作履歴情報を取得していることを周知し、業務外利用を抑止している。
・新規任用者に個人情報の取扱いについての研修を実施し、業務外利用の禁止を徹底している。
・滞納システムにおいては、当該職員の権限に応じて処理可能なメニューのみを表示することで、業務に不必要な処理を行えない仕組
みとしている。

【特定個人情報ファイルが不正に複製されるリスク】
・クラウドサービス上でシステムを利用しているため、システムを介する以外に特定個人情報ファイルへの直接アクセスはできず、委託
事業者以外に複製することは不可能である。
・サーバー内の特定個人情報ファイルへのアクセスに関する取扱い制限については、委託事業者の規定により適切に管理されている。
・EUCデータには個人番号を含めないことで、端末に特定個人情報ファイルが作成されないようにしている。



４．特定個人情報ファイルの取扱いの委託 [ ] 委託しない

リスク： 委託先における不正な使用等のリスク

委託契約書中の特定個人情
報ファイルの取扱いに関する
規定

[ 定めている ] ＜選択肢＞
1） 定めている 2） 定めていない

2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない 4） 再委託していない

具体的な方法 －

規定の内容

・委託業務を遂行する目的以外に使用しないこと
・特定個人情報の閲覧者、更新者を制限すること
・特定個人情報を第三者に提供してはならないこと
・利用するユーザIDを、権限のない第三者に利用されないよう、パスワード等を適切に管理すること
・個人情報の管理状況について随時に委託先の実地調査を行い、又は必要な報告を求めることができ
ること

再委託先による特定個人情
報ファイルの適切な取扱いの
担保

＜選択肢＞

[ 再委託していない ] 1） 特に力を入れて行っている

3） 課題が残されている

特定個人情報ファイルの取扱いの委託におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

－

その他の措置の内容
定期報告事項（事務処理中に発生した事故の原因と今後の対策等）については、フォローアップを行っ
ていく。

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である

1） 定めている 2） 定めていない

ルールの内容及び
ルール遵守の確認方
法

・同一機関内における特定個人情報の移転は個人情報の保護に関する法律の理念に則り、具体的な手
続きは岡崎市基幹系システム等運用要綱によって定めている。
・移転にあっては、移転先の各担当課から所管課へデータ利用承認申請書の提出が必要であると定め
ている。提出された申請書の内容を検査したうえで、申請書に記載のある目的以外に使用しないことを
遵守する前提で承認書を発行しているため、必要な情報のみが提供されている。

５．特定個人情報の提供・移転 （委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。） [ ] 提供・移転しない

リスク： 不正な提供・移転が行われるリスク

特定個人情報の提供・移転
に関するルール

[ 定めている ] ＜選択肢＞

その他の措置の内容 -

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

特定個人情報の提供・移転（委託や情報提供ネットワークシステムを通じた提供を除く。）におけるその他のリスク及びそのリスクに対
する措置

【不適切な方法で提供・移転が行われるリスク】
・本市の情報システム部門又は事務担当部門において、特定個人情報を取扱う者に対する情報セキュリティ及び個人情報保護に関す
る教育及び研修を実施している。
・提供・移転は原則庁内連携システムを介して行っており、各システム間において情報連携が直接行われることがないため、不適切な
方法による提供・移転が防がれている。
・庁内連携システムのアクセス制限やログ管理については、岡崎市データ連携基盤連携機能利用ガイドラインに定められており、適切
に利用されている。

【誤った情報を提供・移転してしまうリスク、誤った相手に提供・移転してしまうリスク】
庁内連携システムに接続して情報を格納できるのは提供元システムに限られるため、誤った情報が格納されるリスクが軽減されてい
る。
また、利用を許可されたシステムのみが庁内連携システムに接続することができ、必要な情報のみを取得する仕組みを構築しているた
め、誤った相手に情報の提供・移転が行われることはない。



６．情報提供ネットワークシステムとの接続 [ ○ ] 接続しない（入手） [

1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

リスク２： 不正な提供が行われるリスク

○ ] 接続しない（提供）

リスク１： 目的外の入手が行われるリスク

リスクに対する措置の内容

リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞

3） 課題が残されている

情報提供ネットワークシステムとの接続に伴うその他のリスク及びそのリスクに対する措置

リスクに対する措置の内容

リスクへの対策は十分か [ ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である



７．特定個人情報の保管・消去

リスク： 特定個人情報の漏えい・滅失・毀損リスク

①事故発生時手順の策定・
周知

[ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

その内容

再発防止策の内容

その他の措置の内容

②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

[ 発生なし ] ＜選択肢＞
1） 発生あり 2） 発生なし

リスクへの対策は十分か [ 十分である ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れている 2） 十分である
3） 課題が残されている

特定個人情報の保管・消去におけるその他のリスク及びそのリスクに対する措置

【特定個人情報が古い情報のまま保管され続けるリスク】
・滞納情報の変更があった場合、その情報を遅滞なく反映し、入手した情報が古いまま保管されないよう対応することを職員に周知して
いる。
・重大な変更が発生した場合は、情報が適切に反映されているかを関係する職員の中で確認するようにしている。

【特定個人情報が消去されずいつまでも存在するリスク】
・紙媒体資料については、市職員が立ち会いのもと熔解し情報を削除する。
・保管期間を過ぎたデータについては、速やかに削除を行う。



○ ] 内部監査 [ ] 外部監査

９．従業者に対する教育・啓発

８．監査

実施の有無 [ ○ ] 自己点検 [

従業者に対する教育・啓発 [ 十分に行っている ] ＜選択肢＞
1） 特に力を入れて行っている 2） 十分に行っている
3） 十分に行っていない

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
中間サーバー・プラットフォームを活用することにより、統一した設備環境による高レベルのセキュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラ
シの高い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、及び技術力の高い運用担当者による均一的で安定したシステム運用、監視を実
現する。

具体的な方法

＜本市における措置＞
・職員等（派遣労働者、非常勤職員、臨時職員等を含む）に対して、個人情報保護に関する研修を行っ
ていく。
・委託業者に対しては、契約に個人情報の適切な取扱いに関する内容、秘密保持に関する内容を含め
る事を義務付けている。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置＞
IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ教育資材
を作成し、中間サーバー･プラットフォームの運用に携わる職員及び事業者に対し、運用規則（接続運用
規程等）や情報セキュリティに関する教育を年次（年２回）及び随時（新規要員着任時）実施することとし
ている。

１０．その他のリスク対策



２．国民・住民等からの意見の聴取 【任意】

②しきい値判断結果 ＜選択肢＞
1） 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる
2） 基礎項目評価の実施が義務付けられる（任意に重点項目評価を実施）
3） 特定個人情報保護評価の実施が義務付けられない（任意に重点項目評価を実施）

][ 基礎項目評価及び重点項目評価の実施が義務付けられる

－

②方法 －

③結果

３．第三者点検 【任意】

①実施日 －

①方法 －

③主な意見の内容

②実施日・期間 －

－

③法令による特別の手続

④個人情報ファイル簿への不
記載等

Ⅴ 評価実施手続

－

－

２．特定個人情報ファイルの取扱いに関する問合せ

Ⅳ 開示請求、問合せ
１．特定個人情報の開示・訂正・利用停止請求

①請求先
岡崎市 福祉部 介護保険課
〒444-8601 愛知県岡崎市十王町２丁目９番地
0564-23-6647

②請求方法
個人情報の保護に関する法律における開示・訂正・利用停止請求の各手続きに即した書類を提出して
もらう。

１．基礎項目評価

①実施日 令和2年3月31日

①連絡先
岡崎市 福祉部 介護保険課
〒444-8601 愛知県岡崎市十王町２丁目９番地
0564-23-6647

②対応方法 ・電話による問合せ又は岡崎市ホームページからの問合せを受け付けている。



２ 資格記録管理 事後 記入誤り

総合事業準備開始
平成28年12月１日

総合事業開始
平成29年４月１日

同上 同上

平成28年1月1日に条例施行

Ⅰ 基本情報
５ 情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
②法令上の根拠

１ 情報照会の根拠
・番号法第19条第７号
・別表第２の93、94、95
２ 情報提供の根拠
・番号法第19条第７号
・別表第２の１、２、３、４、６、26、30、33、39、
42、56の２、58、61、62、80、87、90、93、94、
95、117

１ 情報照会の根拠
・番号利用法第19条第７号
・別表第２の93、94
※番号利用法別表第２の主務省令で定める事
務を定める命令 第46条、第47条
２ 情報提供の根拠
・番号利用法第19条第７号
・別表第２の１、２、３、４、６、26、30、33、39、
42、56の２、58、61、62、80、87、90、94、95、
117
※番号利用法別表第２の主務省令で定める

事務を定める命令 第1条、第2条、第3条、第4
条、第6条、第19条、第25条、第30条、第32条、
第33条、第43条、第44条、第47条

事後 修正

Ⅰ 基本情報
４ 個人番号の利用
法令上の根拠

２ 番号法第９条第２項 条例で定める事務
２ 岡崎市個人番号の利用及び特定個人情報
の提供に関する条例（以下、「番号利用条例」と
いう） 別表第1（個人番号利用事務表）第3の項

事後

総合事業準備開始
平成28年12月１日

総合事業開始
平成29年４月１日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２

項目

同上

同上 ・「不能欠損」 ・「不納欠損」

同上

５ 総合事業
・基本チェックリスト実施情報の管理を行う。
・他市町村総合事業対象者（住所地特例者）

情報の管理を行う。
・介護保険の保険給付に準じた事務を行う。

事前

６ 総合事業管理
・サービス事業者を管理する機能
・介護予防ケアマネジメント依頼届の情報を管

理する機能
・事業対象者を管理する機能

事前

事前 記入誤り

Ⅰ 基本情報
２ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム1
② システムの機能

２ 資格管理

（別添２）変更箇所

記入誤り

Ⅰ 基本情報
２ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム10
② システムの機能

・「受給者異動連絡票情報等」

・「審査結果情報」

・「受給者異動連絡票情報等（特別徴収情報含
む）」

・「審査結果情報（特別徴収情報含む）」

事後 補足

Ⅰ 基本情報
２ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム2
② システムの機能

・「納税義務者」

・「課税」

・「納付義務者」

・「賦課」
事後

提出時期に係る説明

Ⅰ 基本情報
１ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務
② 事務の内容

【サービスの利用】
申請により介護認定を受け、ケアマネジャー

が作成するケアプランに基づきサービスを利用
する。利用料の１割又は２割を利用者が負担
し、利用者負担額を除いた額が保険給付として
国保連合会を通じてサービス事業者へ支払わ
れる。

【サービスの利用】
① 介護保険 申請により介護認定を受け、ケ
アマネジャーが作成するケアプランに基づき
サービスを利用する。利用料の１割又は２割を
利用者が負担し、利用者負担額を除いた額が
保険給付として国保連合会を通じてサービス事
業者へ支払われる。
② 総合事業 基本チェックリストを実施し、事
業対象者となったら、ケアマネジャーが作成す
るケアプランに基づき、事業サービスを利用す
る。利用料の１割又は２割を利用者が負担し、
利用者負担額を除いた額が保険給付として国
保連合会を通じてサービス事業者へ支払われ
る。（利用は、第１号被保険者のみ）

事前

総合事業準備開始
平成28年12月１日

総合事業開始
平成29年４月１日

変更前の記載 変更後の記載 提出時期変更日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

（別紙２）番号法第９条第２項の条例で定める事
務

（別紙２）番号利用条例に定める事務 事後 平成28年1月1日に条例施行

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
３ 特定個人情報の入手・使
用
⑤ 使用方法

５ 総合事業管理
・総合事業に係る各種情報の管理を行う。

事前

平成28年1月1日に条例施行

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№１
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例を改正予定 事後

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日



全般 「番号法」 「番号利用法」 事後
法改正に伴う略称の変更のた
め

Ⅲ リスク対策（収納情報ファ
イル）
３ 特定個人情報の使用
リスクに対する措置の内容

・庁内ネットワークは、ファイアウォール等による
適切なアクセス制御を行っている。

・庁内ネットワークは、ファイアウォール及びネッ
トワーク環境の分離等による適切なアクセス制
御を行っている。

事後 平成28年10月24日運用開始

Ⅲ リスク対策（滞納情報ファ
イル）
３ 特定個人情報の使用
リスクに対する措置の内容

・庁内ネットワークは、ファイアウォール等による
適切なアクセス制御を行っている。

・庁内ネットワークは、ファイアウォール及びネッ
トワーク環境の分離等による適切なアクセス制
御を行っている。

事後 平成28年10月24日運用開始

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）
３ 特定個人情報の使用
リスクに対する措置の内容

・庁内ネットワークは、ファイアウォール等による
適切なアクセス制御を行っている。

・庁内ネットワークは、ファイアウォール及びネッ
トワーク環境の分離等による適切なアクセス制
御を行っている。

事後 平成28年10月24日運用開始

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）
５ 特定個人情報の提供・移
転
【不適切な方法で提供・移転
が行われるリスク】

・本市の情報システム部門において、特定個人
情報を取扱う者に対する情報セキュリティ及び
個人情報保護に関する教育及び研修を実施す
る予定。

・本市の情報システム部門において、特定個人
情報を取扱う者に対する情報セキュリティ及び
個人情報保護に関する教育及び研修を実施し
ている。

事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№8
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定
番号利用条例第４条第２項
別表第２項番12

事後 同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要 （別添１）

＜事業＞
・総合事業対象者情報

＜事業＞
・基本チェックリスト実施日 ・受付日 ・本人同
意 ・判定日 ・判定結果 ・有効期間開始日 ・
区分支給限度基準額 ・事業実績情報・相談
日・相談者情報・証記載保険者番号 ・他市町
村被保険者番号・介護予防ケアマネジメント情
報

事前

総合事業準備開始
平成28年12月１日

総合事業開始
平成29年４月１日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№7
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定
番号利用条例第４条第２項
別表第２項番８

事後 同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№8
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定
番号利用条例第４条第２項
別表第２項番９

事後 同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№7
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例第4条第3項 事後 同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№6
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例第4条第3項 事後 同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№5
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例第4条第3項 事後 同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№2
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例第4条第3項 事後 同上

同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№3
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定
番号利用条例第４条第２項
別表第２項番２

事後 同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№3
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例第4条第3項 事後

同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№4
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例を改正予定 事後 同上

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№4
法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例を改正予定 事後

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日



Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（介護保険情報ファイル）
２ 基本情報
⑥事務担当部署

福祉部介護サービス室 福祉部介護保険課 事後 組織名変更のため

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（介護保険情報ファイル）
３ 特定個人情報の入手・使
用
①入手元

評価実施機関内の他部署
生活福祉課

評価実施機関内の他部署
地域福祉課

事後 組織名変更のため

２ 情報提供の根拠
・別表第２の１、２、３、４、６、26、30、33、39、
42、56の２、58、61、62、80、87、90、94、95、
117
※番号利用法別表第２の主務省令で定める

事務を定める命令 第1条、第2条、第3条、第4
条、第6条、第19条、第25条、第30条、第32条、
第33条、第43条、第44条、第47条

２ 情報提供の根拠
・番号利用法別表第２の１、２、３、４、５、６、８、
11、17、22、26、30、33、39、42、43、46、56の
２、58、61、62、80、81、83、87、90、93、94、95、
97、108、109、119
※番号利用法別表第２の主務省令で定める

事務を定める命令 第1条、第2条、第3条、第4
条、第5条、第6条、第7条、第10条、第12条の
3、第15条、第19条、第22条の2、第24条の2、第
25条、第25条の2、第30条、第31条の2、第32
条、第33条、第43条、第43条の2、第44条、第46
条、第47条、第49条、第55条、第55条の2、第59
条の3

事後 修正

Ⅰ基本情報
６ 評価実施機関における担
当部署
①部署 ②所属長

①福祉部介護サービス室
②介護サービス室長

①福祉部介護保険課
②介護保険課長

事後 組織名変更のため

Ⅰ基本情報
４ 個人番号の利用
法令上の根拠

１ ※番号利用法別表第１の主務省令で定め
る事務を定める命令

※行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第1の主
務省令で定める事務を定める命令（以下「番号
利用法別表第１の主務省令で定める事務を定
める命令」という。」

事後 修正

Ⅰ基本情報
５ 情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携

１ ※番号利用法別表第２の主務省令で定める
事務を定める命令

※行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律別表第２の主
務省令で定める事務及び情報を定める命令（以
下「番号利用法別表第２の主務省令で定める事
務を定める命令」という。）

事後 修正

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
２ 基本情報
⑤保有開始日
全般

「平成27年10月５日」 「平成28年１月１日」 事後

Ⅰ基本情報
２ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム７②システムの機能

「11 お知らせ機能」
「12 自己情報提供機能」

事後
中間サーバーの機能強化に
よる追記

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
５ 特定個人情報の提供・移
転
提供・移転の有無

22件 32件 事後

Ⅲ リスク対策
６ 情報提供ネットワークシス
テムとの接続
リスク１：目的外の入手が行わ
れるリスク
リスクに対する措置の内容
全般

「番号利用法」番号利用法別表第2及び第19条
第14号」

「番号利用法」番号利用法別表第2及び第19条
第８号」

事後

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）
５ 特定個人情報の提供・移
転
【不適切な方法で提供・移転
が行われるリスク】

・本市の情報システム部門において、特定個人
情報を取扱う者に対する情報セキュリティ及び
個人情報保護に関する教育及び研修を実施す
る予定。

・本市の情報システム部門において、特定個人
情報を取扱う者に対する情報セキュリティ及び
個人情報保護に関する教育及び研修を実施し
ている。

事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙１
提供先№16

削除

※これに伴う提供先№ずれを訂正
事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
５ 特定個人情報の提供・移
転
移転先２
①法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例を改正予定 事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
５ 特定個人情報の提供・移
転
移転先３
①法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例を改正予定 事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
５ 特定個人情報の提供・移
転
移転先1
①法令上の根拠

番号法第９条第２項による条例で定める予定 番号利用条例を改正予定 事後平成29年2月15日

平成30年3月23日

平成30年3月23日

平成30年3月23日

平成30年3月23日

平成30年3月23日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成29年2月15日

平成30年3月23日

平成30年3月23日

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（介護保険情報ファイル）
３ 特定個人情報の入手・使
用
④使用の主体 使用部署

介護サービス室 介護保険課 事後 組織名変更のため



平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（介護保険情報ファイル）
(別添１）特定個人情報ファイ

ル記録項目

※要配慮個人情報を含む 事後 追記

平成30年3月23日

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）
５ 特定個人情報の提供・移
転
特定個人情報の提供・移転に
関するルール
ルールの内容及びルール順
守の確認方法

岡崎市ホストコンピュータ等運用要綱 岡崎市基幹系システム等運用要綱 事後 ホストコンピュータ廃止のため

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（収納情報ファイル）
２ 基本情報
⑥事務担当部署

福祉部介護サービス室 福祉部介護保険課 事後 組織名変更のため

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（収納情報ファイル）
３ 特定個人情報の入手・使
用
④使用の主体 使用部署

介護サービス室 介護保険課 事後 組織名変更のため

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（収納情報ファイル）
５ 特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
提供・移転の有無

［ ］行っていない ［○］移転を行っている（ ２ ）件 事後 修正

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（収納情報ファイル）
５ 特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１

福祉部国保年金課 事後 追記

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（収納情報ファイル）
５ 特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先２

福祉部国保年金課医療助成室 事後 追記

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（収納情報ファイル）
(別添１）特定個人情報ファイ

ル記録項目

※要配慮個人情報を含む 事後 追加

平成30年3月23日

Ⅲ リスク対策（収納情報ファ
イル）
５ 特定個人情報の提供・移
転（委託や情報提供ネットワー
クシステムを通じた提供を除
く。）

［○］提供・移転しない ［ ］提供・移転しない 事後 修正

平成30年3月23日

Ⅲ リスク対策（収納情報ファ
イル）
５ 特定個人情報の提供・移
転（委託や情報提供ネットワー
クシステムを通じた提供を除
く。）

全項目追記 事後 追記

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（滞納情報ファイル）
２ 基本情報
⑥事務担当部署

福祉部介護サービス室 福祉部介護保険課 事後 組織名変更のため

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（滞納情報ファイル）
３ 特定個人情報の入手・使
用
①入手元

評価実施機関内の他部署
生活福祉課

評価実施機関内の他部署
地域福祉課

事後 組織名変更のため

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（滞納情報ファイル）
３ 特定個人情報の入手・使
用
④使用の主体 使用部署

介護サービス室 介護保険課 事後 組織名変更のため

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（滞納情報ファイル）
５ 特定個人情報の提供・移
転（委託に伴うものを除く。）
移転先１

税務部納税課 財務部納税課 事後 組織名変更のため

平成30年3月23日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（滞納情報ファイル）
(別添１）特定個人情報ファイ

ル記録項目

※要配慮個人情報を含む 事後 追記

平成30年3月23日

Ⅲ リスク対策（滞納情報ファ
イル）
５ 特定個人情報の提供・移
転
特定個人情報の提供・移転に
関するルール
ルールの内容及びルール順
守の確認方法

岡崎市ホストコンピュータ等運用要綱 岡崎市基幹系システム等運用要綱 事後 ホストコンピュータ廃止のため

平成30年3月23日

Ⅲ リスク対策（滞納情報ファ
イル）
６ 情報提供ネットワークシス
テムとの接続

［ ］接続しない（入手） ［ ］接続しない（提
供）

［○］接続しない（入手） ［○］接続しない（提
供）

事後 修正

平成30年3月23日

Ⅳ 開示請求、問合せ
１ 特定個人情報の開示・訂
正・利用停止請求
①請求先

介護サービス室
0564-23-6682

介護保険課
0564-23-6647

事後 組織名変更のため



平成30年3月23日

Ⅳ 開示請求、問合せ
２ 特定個人情報ファイルの
取扱いに関する問合せ
①連絡先

介護サービス室
0564-23-6682

介護保険課
0564-23-6647

事後 組織名変更のため

平成31年4月1日

Ⅰ基本情報
１ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務 ②事務の内容
【サービスの利用】

①②利用料の１割又は２割 ①②利用料の１割、２割又は３割 事後 平成30年8月法改正による

平成31年4月1日

Ⅰ基本情報
６ 評価実施機関における担
当部署
②所属長の役職名

介護保険課長 小河 敬臣 介護保険課長 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

平成31年4月1日

Ⅲリスク対策
７ 特定個人情報の保管・消
去
リスク：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

発生なし 発生あり 事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

平成31年4月1日

Ⅲリスク対策
７ 特定個人情報の保管・消
去
リスク：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
その内容

－

平成31年３月14日、水道修繕工事において個
人情報（使用者名・電話番号・装置場所情報
等・水道利用者約14万７千件分のデータ）を記
録した情報タブレット端末を紛失。
タブレットは、ID・パスワードで管理しており、ファ
イル形式は特殊な形式をしている。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

平成31年4月1日

Ⅲリスク対策
７ 特定個人情報の保管・消
去
リスク：特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
再発防止策の内容

－
情報端末の持出し管理簿を作成し管理の徹底
をするとともに、職員に対し取扱い研修を直ちに
実施。

事後
その他の項目の変更であり事
前の提出・公表が義務付けら
れない

令和2年10月1日

Ⅰ基本情報
１ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務 ②事務の内容 １
資格管理

・サービス検索・電子申請機能から各種届出を
受け付ける。

事前 追記

令和2年10月1日

Ⅰ基本情報
２ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム４

［ ］その他（ ）
［○］その他（収納システム、滞納システム、課
税資料イメージ管理システム、申告書作成シス
テム、確定申告書管理システム）

事後 追記

令和2年10月1日

Ⅰ基本情報
２ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム５

［○］その他（収納システム、滞納システム、人
事給与システム、介護保険システム、国民健康
保険システム、国民年金システム、生活保護シ
ステム、中国残留邦人等支援給付システム、市
心身障がい者福祉扶助料システム、県在宅重
度障がい者手当システム、障がい者手当（特別
障がい者手当）システム、障がい者手当（障が
い児福祉手当）システム、特別児童扶養手当シ
ステム、障がい者扶養共済システム、給付管理
（補装具）システム、給付管理（日常生活用具）
システム、給付管理（その他）システム、更生医
療システム、障がい福祉サービス給付システ
ム、基幹相談支援・障がい者虐待防止システ
ム、家族介護用品購入助成（おむつ券）システ
ム、ねたきり高齢者等見舞金支給事業システ
ム、短期保護事業/措置システム、医療助成シ
ステム、後期高齢者医療システム、育成医療給
付システム、未熟児養育医療給付システム、小
児慢性特定疾患医療給付システム、障がい者
福祉（精神）システム、一般不妊治療費助成シ
ステム、特定不妊治療費助成システム、児童福
祉システム、家庭児童相談システム、母子寡婦
福祉資金システム、保育システム、公立幼稚園
システム、私立幼稚園就園奨励費補助金シス
テム、一時保育システム、市営住宅システム、
学齢簿・就学援助システム、予防接種システ
ム、税外収入管理システム）

［○］その他（収納システム、滞納システム、戸
籍情報システム、選挙管理システム、人事給与
システム、介護保険システム、国民健康保険シ
ステム、国民年金システム、住民健康管理シス
テム、生活保護システム、中国残留邦人等支援
給付システム、市心身障がい者福祉扶助料シ
ステム、県在宅重度障がい者手当システム、障
がい者手当（特別障がい者手当）システム、障
がい者手当（障がい児福祉手当）システム、特
別児童扶養手当システム、障がい者扶養共済
システム、給付管理（補装具）システム、給付管
理（日常生活用具）システム、給付管理（その
他）システム、更生医療システム、障がい福祉
サービス給付システム、基幹相談支援・障がい
者虐待防止システム、家族介護用品購入助成
（おむつ券）システム、ねたきり高齢者等見舞金
支給事業システム、短期保護事業/措置システ
ム、医療助成システム、後期高齢者医療システ
ム、育成医療給付システム、未熟児養育医療
給付システム、小児慢性特定疾患医療給付シ
ステム、障がい者福祉（精神）システム、一般不
妊治療費助成システム、特定不妊治療費助成
システム、児童福祉システム、家庭児童相談シ
ステム、母子寡婦福祉資金システム、保育シス
テム、公立幼稚園システム、私立幼稚園就園奨
励費補助金システム、一時保育システム、市営
住宅システム、学齢簿・就学援助システム、予
防接種システム、税外収入管理システム、庁内
開発基盤システム）

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅰ基本情報
２ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム９

10 関係情報の移転、提供
町内連携システムを通じ法令に基づく住民

票関係情報を移転・提供する。

［○］その他（戸籍情報システム、ＣＳコネクタ、
法務省連携システム、印鑑登録システム
選挙管理システム）

・住民票関係情報の移転、提供
庁内連携システムを通じ法令に基づく住民票関
係情報を移転・提供する。

・証明書コンビニ交付システムとの連携
住基コピー環境、証明書コンビニ交付システ

ムを通じ、コンビニの端末より住民票、印鑑登
録証明書を発行する。

［○］その他（戸籍情報システム、ＣＳコネクタ、
法務省連携システム、印鑑登録システム
選挙管理システム、住基コピー環境、税総合シ
ステム証明書発行機能）

事後 修正



令和2年10月1日

Ⅰ基本情報
２ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム１２

１ 口座資料資料スキャニング機能
口座資料をスキャンし、イメージデータを作成

する。

２ 口座資料イメージ照会機能
スキャン又は生成したイメージデータを画面表

示、印刷する。

［ ］宛名システム等
［○］その他（宛名管理システム）

１ 資料スキャニング機能
資料をスキャンし、イメージデータを作成する。

２ 課税資料イメージ生成機能
電子データで提出された課税資料データをイ

メージ化する。

３ 資料イメージ照会機能
スキャン又は生成したイメージデータを画面表

示、印刷する。

［○］宛名システム等
［○］その他（申告書作成システム、確定申告書
管理システム）

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅰ基本情報
２ 特定個人情報ファイルを取
り扱う事務において使用する
システム
システム１３

全項目追記 事前 追記

令和2年10月1日

Ⅰ基本情報
５ 情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携※
②法令上の根拠

【情報提供の根拠】
・番号利用法第19条第７号 別表第２の１、２、
３、４、５、６、８、11、17、22、26、30、33、39、
42、43、46、56の２、58、61、62、80、81、83、
87、90、93、94、95、97、108、109及び119の項

【情報提供の根拠】
・番号利用法第19条第７号 別表第２の１、２、
３、４、５、６、８、11、17、22、26、30、33、39、
42、43、46、56の２、58、61、62、80、81、83、
87、90、93、94、95、97、108、109及び120の項

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（介護保険情報ファイル）
（収納情報ファイル）（滞納情
報ファイル）
２ 基本情報
⑤ 保有開始日

平成28年1月1日 平成27年10月5日 事後 修正

令和2年10月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（収納情報ファイル）
３ 特定個人情報ファイルの
入手・使用
①入手先

［○］評価実施機関内の他部署（市民課、会計
課）

［○］評価実施機関内の他部署（市民課） 事後 修正

令和2年10月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（収納情報ファイル）
３ 特定個人情報ファイルの
入手・使用
④使用の主体 使用者数

［3） 50人以上100人未満］ ［4） 100人以上500人未満］ 事後 修正

令和2年10月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（滞納情報ファイル）
３ 特定個人情報ファイルの
入手・使用
④使用の主体 使用部署 使
用者数

介護保険課、情報政策課

［4） 100人以上500人未満］

介護保険課、情報政策課、国保年金課、医療
助成室、納税課

［3） 50人以上100人未満］

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（介護保険情報ファイル）
４ 特定個人情報ファイルの
取扱いの委託

―

委託事項２ 介護保険システムの運用委託
①委託内容 介護保険システムの運用及びオ
ペレーション作業
②委託先における取扱者数 １）［10人未満］
③委託先名 株式会社ヒミカ
④再委託の有無 ２）［再委託しない］

事後 追記

令和2年10月1日

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要（介護保険情報ファイル）
（収納情報ファイル）
６ 特定個人情報の保管・消
去

―
（4） 紙媒体は、他の事務書類と混在しないよ

う徹底し、保管場所については第三者が容易に
閲覧できない場所を定めている。

事後 追記

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）、（滞納情報ファイ
ル）
２ 特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスクに対する措置の内容

―
・特定個人情報の取扱いに関しては、本市情報
セキュリティポリシー、税総合システム情報セ
キュリティ実施手順に準ずる。

事後 追記

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（収納情報ファ
イル）
２ 特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）
リスクに対する措置の内容

―

・窓口において住民から入手する口座情報、還
付金請求書情報については、個人番号カード又
は公的身分証明の提示による本人確認を行
い、対象者以外の情報を入手しないようにして
いる。また、対応する職員に必要以上の情報を
入手しないよう教育を徹底している。
・その他、特定個人情報の取扱いに関しては、
本市情報セキュリティポリシー、税総合システム
情報セキュリティ実施手順に準ずる。

事後 追記



令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）
２ 特定個人情報の入手（情
報提供ネットワークシステムを
通じた入手を除く。）

【入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失する
リスク】
・介護保険システムを介した特定個人情報の入
手は、LGWANに接続された特定の端末から行
われるものであり、端末の利用を許可された者
でなければ行えないため、情報漏えい・紛失の
リスクが軽減されている。

【入手の際に特定個人情報が漏えい・紛失する
リスク】
・介護保険システムを介した特定個人情報の入
手は、主回線においては、専用線でサーバーと
特定の端末を接続し、通信には認証、通信内容
の暗号化を実施しており、副回線においては、
LGWANに接続された特定の端末から行われる
ものであり、端末の利用を許可された者でなけ
れば行えないため、情報漏えい・紛失のリスク
が軽減されている。

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）（収納情報ファイ
ル）、（滞納情報ファイル）
３ 特定個人情報の使用
リスク１：目的を超えた紐づ
け、事務に必要のない情報と
の紐づけが行われるリスク
リスクに対する措置の内容

―

・宛名管理システムにおいては、個人番号利用
事務以外で個人番号が取得されることのないよ
うに、個人番号利用事務（システム）以外で個人
番号での検索を行うことはできない。また、個人
番号利用事務（システム）以外では個人番号は
画面表示されない。

事後 追記

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）
３ 特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者（元職
員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用される
リスク
その他の措置の内容

＜アクセス権限の発効・失効の管理＞
・介護保険システムへのユーザIDごとのアクセ
ス権限の登録／変更の際は、介護保険システ
ムへアクセスできるユーザについては介護サー
ビス室が依頼し、情報システム部門の長が指定
したシステム管理担当者が変更を行っている。
その他の者は、アクセス権限の登録／変更を
行うためのアクセス権限が与えられていない。
・人事異動の場合等、権限が不要となった場合
は、情報システム部門が、不要となったユーザＩ
Ｄや権限を変更又は削除している。

＜アクセス権限の発効・失効の管理＞
・介護保険システムへのユーザIDごとのアクセ
ス権限の登録／変更の際は、介護保険システ
ムへアクセスできるユーザについては介護保険
課が依頼し、情報システム部門の長が指定した
システム管理担当者が変更を行っている。その
他の者は、アクセス権限の登録／変更を行うた
めのアクセス権限が与えられていない。
・人事異動の場合等、権限が不要となった場合
は、情報システム部門が、不要となったユーザＩ
Ｄや権限を変更又は削除している。

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（収納情報ファ
イル）
３ 特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者（元職
員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用される
リスク
その他の措置の内容

＜アクセス権限の発効・失効の管理＞
・収納システムへのユーザIDごとのアクセス権
限の登録／変更の際は、収納システムへアクセ
スできる端末の開放の許可を納税課長に得た
上で、情報システム部門の長が指定したシステ
ム管理担当者が変更を行っている。その他の者
は、アクセス権限の登録／変更を行うためのア
クセス権限が与えられていない。
・人事異動の場合等、権限が不要となった場合
は、情報システム部門が、不要となったＩＤや権
限を変更又は削除している。

＜アクセス権限の発効・失効の管理＞
・収納システムへのユーザIDごとのアクセス権
限の登録／変更の際は、収納システムへアクセ
スできるユーザについては、情報システム部門
の長が指定したシステム管理担当者が変更を
行っている。その他の者は、アクセス権限の登
録／変更を行うためのアクセス権限が与えられ
ていない。
・人事異動の場合等、権限が不要となった場合
は、情報システム部門が、不要となったＩＤや権
限を変更又は削除している。
・収納システムでは、操作者による認証から認
証解除を行うまでの間、操作履歴の記録を行っ
ている（操作者がどの個人に対して照会・異動
を行ったかを記録している。）。
・自動実行等による処理についても、同様に操
作履歴の記録を行っている。

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（滞納情報ファ
イル）
３ 特定個人情報の使用
リスク２：権限のない者（元職
員、アクセス権限のない職員
等）によって不正に使用される
リスク
その他の措置の内容

＜アクセス権限の発効・失効の管理＞
・滞納システムへのユーザIDごとのアクセス権
限の登録／変更の際は、滞納システムへアクセ
スできる端末の開放の許可を納税課長に得た
上で、情報システム部門の長が指定したシステ
ム管理担当者が変更を行っている。その他の者
は、アクセス権限の登録／変更を行うためのア
クセス権限が与えられていない。
・人事異動の場合等、権限が不要となった場合
は、情報システム部門が、不要となったＩＤや権
限を変更又は削除している。

＜アクセス権限の発効・失効の管理＞
・滞納システムへのユーザIDごとのアクセス権
限の登録／変更の際は、滞納システムへアクセ
スできるユーザについては、情報システム部門
の長が指定したシステム管理担当者が変更を
行っている。その他の者は、アクセス権限の登
録／変更を行うためのアクセス権限が与えられ
ていない。
・人事異動の場合等、権限が不要となった場合
は、情報システム部門が、不要となったＩＤや権
限を変更又は削除している。

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）
４ 特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
再委託先による特定個人情報
ファイルの適切な取扱いの担
保
具体的な方法

・原則再委託は禁止している。
・例外的に再委託を許可する場合は、委託契約
書における特定個人情報取扱特記事項により、
再委託における取り決めを規定することで、委
託先が適切な取扱いをすることとしている。再
委託先から委託先に提出した個人情報保護の
誓約書及び再委託先の従事者が再委託先に提
出した誓約書について、それぞれの写しを提出
させ、上記で挙げた委託先における特定個人情
報の取扱いにおける内容を遵守させることとし
ている。

・承認のない再委託を禁止している。
・特定個人情報の取扱いに関して受注者に課
せられている事項と同一の事項の遵守を義務
付け、再委託先が受注者に提出した書類の写
しを提出させて確認している。
・契約に基づき遵守状況等の報告を求めるとと
もに、必要に応じて監査又は実地調査を実施す
る。

事後 修正



令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）
４ 特定個人情報ファイルの
取扱いの委託
特定個人情報ファイルの取扱
いの委託におけるその他のリ
スク及びそのリスクに対する
措置

【外部委託先業者において特定個人情報ファイ
ルが適正に管理されないリスク】
・委託契約書において、受注者が取得した特定
個人情報を第三者に提供することを原則禁止し
ている。 ただし、契約履行のため合理的に必要
な範囲内で、事前に本市の承諾を得た場合の
み再委託を行うことができる。その場合は、特
定個人情報取扱特記事項に定めのある、受注
者の安全管理措置と同等の措置が再委託先に
おいても講じてあることを示した文書を本市へ
提出することとしている。
・委託契約の中で得た特定個人情報について
は、業務が完了した時又は本市による指示が
あった場合は速やかに返還・廃棄することとして
いる。

【外部委託先業者において特定個人情報ファイ
ルが適正に管理されないリスク】
・委託契約書において、受注者が取得した特定
個人情報を第三者に提供することを原則禁止し
ている。 ただし、契約履行のため合理的に必要
な範囲内で、事前に本市の承認を得た場合の
み再委託を行うことができる。その場合は、再
委託先が委託契約約款および特定個人情報取
扱特記事項を遵守するために必要な事項、そ
の他発注者が指示する事項を規定するととも
に、再委託先に対する必要かつ適切な監督、個
人情報に関する適切な管理及び情報セキュリ
ティ対策について、具体的に規定してあることを
示した文書を本市へ提出することとしている。
・委託契約の中で得た特定個人情報について
は、業務が完了した時又は本市による指示が
あった場合は速やかに返還・廃棄することとして
いる。

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）、（収納ファイル）、
（滞納情報ファイル）
５ 特定個人情報の提供・移
転（委託やネットワークシステ
ムを通じた提供を除く。）
特定個人情報の提供・移転
（委託や情報提供ネットワーク
システムを通じた提供を除
く。）におけるその他のリスク
及びそのリスクに対する措置

【不適切な方法で提供・移転が行われるリスク】
・本市の情報システム部門において、特定個人
情報を取扱う者に対する情報セキュリティ及び
個人情報保護に関する教育及び研修を実施し
ている。

【不適切な方法で提供・移転が行われるリスク】
・本市の情報システム部門又は事務担当部門
において、特定個人情報を取扱う者に対する情
報セキュリティ及び個人情報保護に関する教育
及び研修を実施。

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（滞納情報ファ
イル）
９ 従事者に対する教育・啓発
従事者に対する教育・啓発
具体的な方法

＜本市における措置＞
・職員等（派遣職員、非常勤職員、臨時職員等
を含む）に対して、個人情報保護に関する研修
を行っていく。

＜本市における措置＞
・職員等（派遣労働者、非常勤職員、臨時職員
等を含む）に対して、個人情報保護に関する研
修を行っていく。

事後 修正

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク： 特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか

発生あり 発生なし 事後
評価実施機関の重大事故で
はなかったため修正

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク： 特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
その内容

平成31年３月14日、水道修繕工事において個
人情報（使用者名・電話番号・装置場所情報
等・水道利用者約14万７千件分のデータ）を記
録した情報タブレット端末を紛失。
タブレットは、ID・パスワードで管理しており、ファ
イル形式は特殊な形式をしている。

－ 事後 同上

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク： 特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
再発防止策の内容

情報端末の持出し管理簿を作成し管理の徹底
をするとともに、職員に対し取扱い研修を直ちに
実施。

－ 事後 同上

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（介護保険情報
ファイル）
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク： 特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
その他の措置の内容

・介護保険システムはクラウド形態によりサービ
ス提供を受けている。事業者の選定にあたって
は、セキュリティ、情報の取扱いについて公的
機関の認証を受けていることを条件としており、
選定された事業者の用意したデータセンターに
てサービスが提供されている。
・サーバーの保管・記録媒体の管理はサービス
提供事業者の基準に基づき管理されている。
・ウィルス対策、不正アクセスの防止等について
は、サービス提供事業者の基準に基づき管理さ
れている。

・使用する端末にはワイヤーロックによる盗難
防止のための措置を施している。
・個人情報保護条例や情報セキュリティーに関
する研修等を通じて、個人情報の取扱いに係る
ルールの遵守徹底を図る。

－ 事後 同上



令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（滞納情報ファイ
ル）
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク： 特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
その他の措置の内容

・滞納システムはクラウド形態によるサービス提
供を受けている。事業者の選定にあっては、セ
キュリティ、情報の取扱いについて公的機関の
認証を受けていることを条件としており、選定さ
れた事業者の用意したデータセンターにてサー
ビスが提供されている。サーバーの保管、記録
媒体の管理はサービス提供事業者の基準に基
づき管理されている。
・ウィルス対策、不正アクセスの防止、外部媒体
の使用制限等については、サービス提供事業
者の基準に基づき管理されている。
・紙資料等については文書取扱規程に基づい
て、保存年限経過後は、個人情報の流出がな
いよう適切な方法により廃棄処分している。
・使用する端末には盗難防止のための措置を
施している。
・個人情報保護条例や情報セキュリティーに関
する研修等を通じて、個人情報の取扱いに係る
ルールの遵守徹底を図る。

－ 事後 同上

令和2年10月1日

Ⅲ リスク対策（収納情報ファイ
ル）
７．特定個人情報の保管・消
去
リスク： 特定個人情報の漏え
い・滅失・毀損リスク
②過去３年以内に、評価実施
機関において、個人情報に関
する重大事故が発生したか
その他の措置の内容

・収納システムはクラウド形態によるサービス提
供を受けている。事業者の選定にあっては、セ
キュリティ、情報の取扱いについて公的機関の
認証を受けていることを条件としており、選定さ
れた事業者の用意したデータセンターにてサー
ビスが提供されている。サーバーの保管、記録
媒体の管理はサービス提供事業者の基準に基
づき管理されている。
・ウィルス対策、不正アクセスの防止、外部媒体
の使用制限等については、サービス提供事業
者の基準に基づき管理されている。
・紙資料等については文書取扱規程に基づい
て、保存年限経過後は、個人情報の流出がな
いよう適切な方法により廃棄処分している。
・使用する端末には盗難防止のための措置を
施している。
・個人情報保護条例や情報セキュリティーに関
する研修等を通じて、個人情報の取扱いに係る
ルールの遵守徹底を図る。

－ 事後 同上



令和4年4月1日

令和4年4月1日

令和4年4月1日

令和3年4月1日

令和3年4月1日

令和3年4月1日

令和3年4月1日

令和3年4月1日

令和3年4月1日

令和3年9月1日

令和3年9月1日

令和4年4月1日

修正

Ⅰ 基本情報
８ 住民基本台帳ネットワーク
システム
② システムの機能

７ 送付先情報通知
個人番号の通知に係る事務の委任先である

機構において、住民に対して番号通知書類(通
知カード、個人番号カード交付申請書（以下「交
付申請書」という。）等)を送付するため、住民記
録システムから当該市町村の住民基本台帳に
記載されている者の送付先情報を抽出し、当該
情報を、機構が設置・管理する個人番号カード
管理システムに通知する。

・送付先情報通知
機構において、住民に対して番号通知書類(個
人番号通知書、個人番号カード交付申請書（以
下「交付申請書」という。）等)を送付するため、
住民記録システムから当該市町村の住民基本
台帳に記載されている者の送付先情報を抽出
し、当該情報を、機構が設置・管理する個人番
号カード管理システムに通知する。

事後

Ⅰ 基本情報
８ 住民基本台帳ネットワーク
システム
② システムの機能

３ 個人番号カードを利用した転入（特例転入）
転入の届出を受け付けた際に、あわせて個人

番号カードが提示された場合、当該個人番号
カードを用いて転入処理を行う。

・個人番号カードまたは住民基本台帳カードを
利用した転入または転出（特例転入・転出）
転入の届出を受け付けた際に、あわせて個人
番号カードが提示された場合、当該個人番号
カードまたは住民基本台帳カードを用いて転入
処理を行う。個人番号カードまたは住民基本台
帳カード保有者が希望した場合、特例転出がで
きるよう転出証明書情報を作成し、他市から特
例転入時の依頼により送信する。

事後

Ⅰ 基本情報
５ 情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
② 法令上の根拠

【情報照会の根拠】
・番号利用法第19条第8号 別表第２の93の項
及び94の項
・行政手続における特定の個人を識別するため
の番号の利用等に関する法律別表第２の主務
省令で定める事務及び情報を定める命令（平成
26年内閣府・総務省令第7号。以下「別表第２主
務省令」という。）第46条及び第47条

【情報提供の根拠】
・番号利用法第19条第8号 別表第２の１、２、
３、４、５、６、８、11、17、22、26、30、33、39、
42、43、46、56の２、58、61、62、80、81、83、
87、90、93、94、95、97、108、109及び120の項
※別表第２主務省令第1条、第2条、第3条、第

4条、第5条、第6条、第7条、第10条、第12条の
3、第15条、第19条、第22条の2、第24条の2、第
25条、第25条の2、第30条、第31条の2、第32
条、第33条、第43条、第43条の2、第44条、第46
条、第47条、第49条、第55条、第55条の2、第59
条の3

（以下略）

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第8号 別表第２の93、94の
項

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第8号 別表第２の１、２、３、
４、５、６、８、11、17、22、26、30、33、39、42、
43、46、56の２、58、61、62、80、81、83、87、
90、93、94、95、97、108、109、120の項

（以下略）

事後
その他の項目の変更であり、
事前の提出・公表が義務付け
られない。

Ⅰ 基本情報
４ 個人番号の利用
法令上の根拠

１ 行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（平成25年法
律第27号。以下「番号利用法」という。）第９条第
１項 別表第１の68の項
介護保険法（平成９年法律第123号）による保

険給付の支給、地域支援事業の実施又は保険
料の徴収に関する事務であって主務省令（※）
で定めるもの
※行政手続における特定の個人を識別するた

めの番号の利用等に関する法律別表第１の主
務省令で定める事務を定める命令(平成26年内
閣府・総務省令第５号）第50条

２ 岡崎市個人番号の利用及び特定個人情報
の提供に関する条例（平成27年条例第50号）第
４条第１項 別表第１の３の項

１ 行政手続における特定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関する法律（平成25年法
律第27号。以下「番号利用法」という。）第９条第
１項 別表第１の68の項

２ 岡崎市個人番号の利用及び特定個人情報
の提供に関する条例（平成27年条例第50号）第
４条第１項 別表第１の３の項

事後

番号利用法第19条第７号 番号利用法第19条第8号 事後
法改正に伴う修正であり、事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙1
表題

（別紙１）番号利用法第19条第7号別表第２に定
める事務

（別紙１）番号利用法第19条第8号別表第２に定
める事務

事後

その他の項目の変更であり、
事前の提出・公表が義務付け
られない。

（別添２）変更箇所

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№8

市民生活部市民課 市民安全部市民課 事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№2

市民生活部防災課 市民安全部防災課 事後

提出時期に係る説明

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№4

― 全項目削除 事後 修正

変更前の記載 変更後の記載 提出時期変更日

令和2年10月1日

令和2年10月1日

令和2年10月1日

全項目追記 事後

法改正に伴う修正であり、事
前の提出・公表が義務付けら
れない。

Ⅰ 基本情報
５ 情報提供ネットワークシス
テムによる情報連携
② 法令上の根拠

項目

修正

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№9

― 全項目追記

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№5～9

― 移転先№.の繰り上げ 事後

保健部健康増進課 事後

事後 追記

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№7

保健所生活衛生課 保健部保健予防課 事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№9

保健所健康増進課

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙２
移転先№7

高齢者肺炎球菌予防接種及びインフルエンザ
予防接種の実施又は実費の徴収に関する事務
であって規則で定めるもの

任意予防接種及びインフルエンザ予防接種の
実施又は実費の徴収に関する事務であって規
則で定めるもの

事後

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
別紙1
提供先№33

―



令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和4年4月1日

令和4年4月1日

令和4年4月1日

令和4年4月1日

令和4年4月1日

令和4年4月1日

Ⅰ 基本情報
９ 住民記録システム（既存住
民基本台帳システム）
② システムの機能

・戸籍情報システムへの連携
住民票の記載等に応じて、戸籍情報システムへ
附票情報等を連携する。

・附票APへの連携
住民票の記載等に応じて、戸籍の附票情報等
を住基ネットを通じて附票APと連携する。

事後 修正

Ⅰ 基本情報
８ 住民基本台帳ネットワーク
システム
② システムの機能

-
・附票AP連携機能
住所等の異動があった人の戸籍の附票情報を
附票APへ送信する。

Ⅰ 基本情報
９ 住民記録システム（既存住
民基本台帳システム）
③ 他のシステムとの接続

その他（戸籍情報システム、ＣＳコネクタ、法務
省連携システム、印鑑登録システム
選挙管理システム、住基コピー環境、税総合シ
ステム証明書発行機能）

その他（ＣＳコネクタ、法務省連携システム、印
鑑登録システム
選挙管理システム、住基コピー環境、税総合シ
ステム証明書発行機能）

事後 修正

Ⅰ 基本情報
８ 住民基本台帳ネットワーク
システム
① システム名称

住民基本台帳ネットワークシステム

住民基本台帳ネットワークシステム（住基ネット）
※「３．特定個人情報ファイル名」に示す「本人
確認情報ファイル」及び「送付先情報ファイル」
は、住基ネットの構成要素のうち、市町村ＣＳに
おいて管理がなされているため、以降は、住基
ネットの内の市町村ＣＳ部分について記載する。

事後 修正

Ⅰ 基本情報
８ 住民基本台帳ネットワーク
システム
③ 他のシステムとの接続

その他（ＣＳコネクタ） その他（CSコネクタ、戸籍情報システム） 事後 修正

Ⅱ 特定個人情報ファイルの
概要
４ 特定個人情報ファイルの取
扱いの委託
③ 委託先名

富士通株式会社 東海支社 富士通Japan株式会社 東海支社 事後 修正

Ⅰ-２-システム1
②システムの機能

１ 個人情報管理
・データ連携基盤により、宛名情報、住民税情

報、生活保護受給情報、老齢福祉年金受給情
報、老人保健受給情報、医療保険加入情報、国
民健康保険加入情報、後期高齢者医療被保険
者情報等を取得・管理する機能
(省略)

１ 個人情報管理
・データ連携基盤により、宛名情報、住民税情

報、生活保護受給情報、老齢福祉年金受給情
報、老人保健受給情報、医療保険加入情報、国
民健康保険加入情報、後期高齢者医療被保険
者情報等を取得・管理する機能
・情報提供ネットワークシステムを通じて口座

登録・連携ファイル関係取得する機能
(省略)

事後
公金受取口座情報利用のた
め

Ⅰ-２-システム８
②システムの機能

(省略)
・個人番号カードまたは住民基本台帳カードを
利用した転入または転出（特例転入・転出）
転入の届出を受け付けた際に、あわせて個人
番号カードが提示された場合、当該個人番号
カードまたは住民基本台帳カードを用いて転入
処理を行う。個人番号カードまたは住民基本台
帳カード保有者が希望した場合、特例転出がで
きるよう転出証明書情報を作成し、他市から特
例転入時の依頼により送信する。
(省略)

(省略)
・個人番号カードまたは住民基本台帳カードを
利用した転入または転出（特例転入・転出）
個人番号カードの交付を受けている者等の転入
が予定される場合に、転出証明書情報をＣＳを
通じて受け取り、その者に係る転入の届出を受
け付けた際に、当該個人番号カードまたは住民
基本台帳カードを用いて転入処理を行う（一定
期間経過後も転入の届出が行われない場合
は、受け取った転出証明書情報を消去する。）。
(省略)

事後 法令改正に伴う変更

Ⅰ-２-システム１３
②システムの機能

１ サービス検索・電子申請機能による申請を
受理する機能

介護保険証及び負担割合証の再交付申請
を受理する。

１．サービス検索・電子申請機能による申請を
受理する機能
介護保険証及び負担割合証の再交付申請を

受理する。
要介護・要支援認定の申請を受理する。
要介護・要支援更新認定の申請を受理する。
要介護・要支援状態区分変更認定の申請を受

理する。
居宅（介護予防）サービス計画作成（変更）依

頼の届出を受理する。
高額介護（予防）サービス費の支給申請を受

理する。
介護保険負担限度額認定申請を受理する。
居宅介護（介護予防）福祉用具購入費の支給

申請を受理する。
居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請

を受理する。
住所移転後の要介護・要支援認定申請を受理

する。
・【住民向け機能】自らが受けることができる
サービス
をオンラインで検索及び申請ができる機能
・【地方公共団体向け機能】住民が電子申請を
行った際
の申請データ取得画面又は機能を、地方公共
団体に
公開する機能

事後
その他の項目の変更であり、
事前の提出・公表が義務付け
られない。

Ⅰ-２-システム１３
③他のシステムとの接続

[ ]庁内連携システム
[ ]その他

[ 〇 ]庁内連携システム
[ 〇 ]その他（申請管理システム、CSコネクタ）

事後
その他の項目の変更であり、
事前の提出・公表が義務付け
られない。

Ⅰ-２-システム１４
①システムの名称

申請管理システム 事後
申請管理システム利用に伴い
追記

Ⅰ-２-システム１４
②システムの機能

１．連携機能
申請書のサービス検索・電子申請機能からの申
請データの連携、CSコネクタからのシリアル番
号紐付情報の連携、業務システムへの申請
データの連携及び申請書のサービス検索・電子
申請機能への業務ステータス情報の連携をす
る機能

２．画面照会機能
申請内容を審査するため、連携処理にて取得し
た申請データをオンライン照会する機能

３．帳票出力機能
連携処理にて取得した各種申請書の印刷を行
う機能

事後
申請管理システム利用に伴い
追記



令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

Ⅰ-２-システム１４
③他のシステムとの接続

[〇]庁内連携システム
[〇]その他(サービス検索・電子申請システム、
CSコネクタ)

事後
申請管理システム利用に伴い
追記

Ⅰ-５-②
法令上の根拠

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第8号 別表第２の93、94の
項

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第8号 別表第２の１、２、３、
４、５、６、８、11、17、22、26、30、33、39、42、
43、46、56の２、58、61、62、80、81、83、87、
90、93、94、95、97、108、109、120の項
（省略）

【情報照会の根拠】
番号利用法第19条第8号 別表第２の93、94の
項

【情報提供の根拠】
番号利用法第19条第8号 別表第２の１、２、３、
４、５、６、８、11、17、22、26、30、33、39、42、
43、46、56の２、58、61、62、80、81、83、87、
90、93、94、95、97、108、109、117、120の項
（省略）

事後 実情に合わせた変更

Ⅱ-２-④
主な記録項目※

[〇]その他（口座登録・連携ファイル関係情報） 事後 重要な変更

Ⅱ-３-①
入手元※

【〇】行政期間・独立行政法人等（デジタル庁） 事後 重要な変更

Ⅱ-３-②
入手方法

［○］その他（サービス検索・電子申請システム、
CSコネクタ）

事後
申請管理システム利用に伴い
追記

(別添１)ファイル記録項目
＜宛名＞

口座登録・連携ファイル関係情報 事後
公金受取口座情報利用のた
め

Ⅲ-５
ルールの内容及びルール遵
守の確認方法

・同一機関内における特定個人情報の移転は
個人情報保護条例の理念に則り、具体的な手
続きは岡崎市基幹系システム等運用要綱に
よって定めている。
・移転にあっては、移転先の各担当課から所管
課へデータ利用承認申請書の提出が必要であ
ると定めている。提出された申請書の内容を検
査したうえで、申請書に記載のある目的以外に
使用しないことを遵守する前提で承認書を発行
しているため、必要な情報のみが移転されてい
る。

・同一機関内における特定個人情報の移転は
個人情報の保護に関する法律の理念に則り、
具体的な手続きは岡崎市基幹系システム等運
用要綱によって定めている。
・移転にあっては、移転先の各担当課から所管
課へデータ利用承認申請書の提出が必要であ
ると定めている。提出された申請書の内容を検
査したうえで、申請書に記載のある目的以外に
使用しないことを遵守する前提で承認書を発行
しているため、必要な情報のみが移転されてい
る。

事後
法令改正に伴い変更
重要な変更に当たらない

Ⅱ(２)-３-④
使用部署

介護保険課、情報政策課、各支所、市民課 介護保険課、情報システム課、各支所、市民課 事後 実情に合わせた変更

Ⅲ⑵-５
ルールの内容及びルール遵
守の確認方法

・同一機関内における特定個人情報の移転は
個人情報保護条例の理念に則り、具体的な手
続きは岡崎市基幹系システム等運用要綱に
よって定めている。
・移転にあっては、移転先の各担当課から所管
課へデータ利用承認申請書の提出が必要であ
ると定めている。提出された申請書の内容を検
査したうえで、申請書に記載のある目的以外に
使用しないことを遵守する前提で承認書を発行
しているため、必要な情報のみが移転されてい
る。

・同一機関内における特定個人情報の移転は
個人情報の保護に関する法律の理念に則り、
具体的な手続きは岡崎市基幹系システム等運
用要綱によって定めている。
・移転にあっては、移転先の各担当課から所管
課へデータ利用承認申請書の提出が必要であ
ると定めている。提出された申請書の内容を検
査したうえで、申請書に記載のある目的以外に
使用しないことを遵守する前提で承認書を発行
しているため、必要な情報のみが移転されてい
る。

事後
法令改正に伴う変更
重要な変更に当たらない

Ⅱ(３)-３-④
使用部署

介護保険課、情報政策課、各支所、市民課 介護保険課、情報システム課、各支所、市民課 事後 実情に合わせた変更

Ⅲ⑶-５
ルールの内容及びルール遵
守の確認方法

・同一機関内における特定個人情報の移転は
個人情報保護条例の理念に則り、具体的な手
続きは岡崎市基幹系システム等運用要綱に
よって定めている。
・移転にあっては、移転先の各担当課から所管
課へデータ利用承認申請書の提出が必要であ
ると定めている。提出された申請書の内容を検
査したうえで、申請書に記載のある目的以外に
使用しないことを遵守する前提で承認書を発行
しているため、必要な情報のみが移転されてい
る。

・同一機関内における特定個人情報の移転は
個人情報の保護に関する法律の理念に則り、
具体的な手続きは岡崎市基幹系システム等運
用要綱によって定めている。
・移転にあっては、移転先の各担当課から所管
課へデータ利用承認申請書の提出が必要であ
ると定めている。提出された申請書の内容を検
査したうえで、申請書に記載のある目的以外に
使用しないことを遵守する前提で承認書を発行
しているため、必要な情報のみが移転されてい
る。

事後
法令改正に伴う変更
重要な変更に当たらない

Ⅳ-１-②
岡崎市個人情報保護条例における開示・訂正・
利用停止請求の各手続きに即した書類を提出
してもらう。

個人情報の保護に関する法律における開示・訂
正・利用停止請求の各手続きに即した書類を提
出してもらう。

事後 法令改正に伴う変更



令和5年4月1日 Ⅲ⑵-10

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、ＩＴリテラシーの高い運用担当者による安
定したシステム運用・監視を実現する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、統一した設備環境による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの高
い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、
及び技術力の高い運用担当者による均一的で
安定したシステム運用、監視を実現する。

事後
自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム更改に伴う変更
重要な変更にあたらない

令和5年4月1日
Ⅱ⑶-６
保管場所

(省略)
２ 中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（1） 中間サーバー･プラットフォームはデータ

センターに設置しており、データセンターへの入
館及びサーバー室への入室を厳重に管理され
る。
（2） 特定個人情報は、サーバー室に設置さ

れた中間サーバーのデータベース内に保存さ
れ、バックアップもデータベース上に保存され
る。

(省略)
２ 中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（1） 中間サーバー･プラットフォームはデータ

センターに設置している。データセンターへの入
館、及びサーバー室への入室を行う際は、警備
員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申
請との照合を行う。
（2） 特定個人情報は、サーバー室に設置され
た中間サーバーのデータベース内に保存され、
バックアップもデータベース上に保存される。

事後
自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム更改に伴う変更
重要な変更にあたらない

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

令和5年4月1日

Ⅲ-６-リスク２
リスクに対する措置の内容

(省略)
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報照会機能（※１）により、情報提供ネット
ワークシステムに情報照会を行う際には、情報
提供許可証の発行と照会内容の照会許可用照
合リスト（※２）との照合を情報提供ネットワーク
システムに求め、情報提供ネットワークシステム
から情報提供許可証を受領してから情報照会を
実施することになる。つまり、番号法上認められ
た情報連携以外の照会を拒否する機能を備え
ており、目的外提供やセキュリティリスクに対応
している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能（※
３）では、ログイン時の職員認証の他に、ログイ
ン・ログアウトを実施した職員、時刻、操作内容
の記録が実施されるため、不適切な接続端末
の操作や、不適切なオンライン連携を抑止する
仕組みになっている。
（※１）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の照会及び照会した情報の受領
を行う機能。
（※２）番号利用法別表第2及び第19条第８号に
基づき、事務手続きごとに情報照会者、情報提
供者、照会・提供可能な特定個人情報をリスト
化したもの。
（※３）中間サーバーを利用する職員の認証と
職員に付与された権限に基づいた各種機能や
特定個人情報へのアクセス制御を行う機能。
(省略)

(省略)
＜中間サーバー・ソフトウェアにおける措置＞
・情報提供機能（※）により、情報提供ネットワー
クシステムにおける照会許可用照合リストを情
報提供ネットワークシステムから入手し、中間
サーバーにも格納して、情報提供機能により、
照会許可用照合リストに基づき情報連携が認め
られた特定個人情報の提供の要求であるか
チェックを実施している。
・情報提供機能により、情報提供ネットワークシ
ステムに情報提供を行う際には、情報提供ネッ
トワークシステムから情報提供許可証と情報照
会者へたどり着くための経路情報を受領し、照
会内容に対応した情報を自動で生成して送付す
ることで、特定個人情報が不正に提供されるリ
スクに対応している。
・機微情報については自動応答を行わないよう
に自動応答不可フラグを設定し、特定個人情報
の提供
を行う際に、送信内容を改めて確認し、提供を
行うことで、センシティブな特定個人情報が不正
に提供されるリスクに対応している。
・中間サーバーの職員認証・権限管理機能で
は、ログイン時の職員認証の他に、ログイン・ロ
グアウトを実施した職員、時刻、操作内容の記
録が実施されるため、不適切な接続端末の操
作や、不適切なオンライン連携を抑止する仕組
みになっている。
（※）情報提供ネットワークシステムを使用した
特定個人情報の提供の要求の受領及び情報提
供を行う機能。
(省略)

事後
自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム更改に伴う変更
重要な変更にあたらない

Ⅲ-9
具体的な方法

(省略)
＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバー・プラットフォームの運用に携わ
る職員及び事業者に対し，セキュリティ研修等を
実施することとする。
・中間サーバー・プラットフォームの業務に就く
場合は，運用規則等について研修を行うことと
する。

(省略)
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情
報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ
教育資材を作成し、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、運用規則（接続運用規程等）や情報セキュリ
ティに関する教育を年次（年２回）及び随時（新
規要員着任時）実施することとしている。

事後
自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム更改に伴う変更
重要な変更にあたらない

Ⅲ-10

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、ＩＴリテラシーの高い運用担当者による安
定したシステム運用・監視を実現する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、統一した設備環境による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの高
い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、
及び技術力の高い運用担当者による均一的で
安定したシステム運用、監視を実現する。

事後
自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム更改に伴う変更
重要な変更にあたらない

Ⅱ⑵-６
保管場所

(省略)
２ 中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（1） 中間サーバー･プラットフォームはデータ

センターに設置しており、データセンターへの入
館及びサーバー室への入室を厳重に管理され
る。
（2） 特定個人情報は、サーバー室に設置さ

れた中間サーバーのデータベース内に保存さ
れ、バックアップもデータベース上に保存され
る。

(省略)
２ 中間サーバー・プラットフォームにおける措置
（1） 中間サーバー･プラットフォームはデータ

センターに設置している。データセンターへの入
館、及びサーバー室への入室を行う際は、警備
員などにより顔写真入りの身分証明書と事前申
請との照合を行う。
（2） 特定個人情報は、サーバー室に設置され
た中間サーバーのデータベース内に保存され、
バッ
クアップもデータベース上に保存される。

事後
自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム更改に伴う変更
重要な変更にあたらない

Ⅲ⑵-9
具体的な方法

(省略)
＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバー・プラットフォームの運用に携わ
る職員及び事業者に対し，セキュリティ研修等を
実施することとする。
・中間サーバー・プラットフォームの業務に就く
場合は，運用規則等について研修を行うことと
する。

(省略)
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情
報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ
教育資材を作成し、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、運用規則（接続運用規程等）や情報セキュリ
ティに関する教育を年次（年２回）及び随時（新
規要員着任時）実施することと
している。

事後
自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム更改に伴う変更
重要な変更にあたらない



令和5年4月1日
Ⅰ-２-システム５
③他のシステムとの接続

［〇］その他
（収納システム、滞納システム、戸籍情報システ
ム、選挙管理システム、人事給与システム、介
護保険システム、国民健康保険システム、国民
年金システム、住民健康管理システム、生活保
護システム、中国残留邦人等支援給付システ
ム、心身障がい者福祉扶助料システム、県在宅
重度障がい者手当システム、障がい者手当（特
別障がい者手当）システム、障がい者手当（障
がい児福祉手当）システム、特別児童扶養手当
システム、障がい者扶養共済システム、給付管
理（補装具）システム、給付管理（日常生活用
具）システム、給付管理（その他）システム、更
生医療システム、障がい福祉サービス給付シス
テム、基幹相談支援・障がい者虐待防止システ
ム、家族介護用品購入助成（おむつ券）システ
ム、ねたきり高齢者等見舞金支給事業システ
ム、短期保護事業/措置システム、医療助成シ
ステム、後期高齢者医療システム、育成医療給
付システム、未熟児養育医療給付システム、小
児慢性特定疾患医療給付システム、障がい者
福祉（精神）システム、一般不妊治療費助成シ
ステム、特定不妊治療費助成システム、児童福
祉システム、家庭児童相談システム、母子寡婦
福祉資金システム、保育システム、公立幼稚園
システム、私立幼稚園就園奨励費補助金システ
ム、一時保育システム、市営住宅システム、学
齢簿・就学援助システム、予防接種システム、
税外収入管理システム、庁内開発基盤システ
ム）

［〇］その他
（収納システム、滞納システム、戸籍情報システ
ム、選挙管理システム、人事給与システム、介
護保険システム、国民健康保険システム、国民
年金システム、住民健康管理システム、生活保
護システム、中国残留邦人等支援給付システ
ム、市心身障がい者福祉扶助料システム、県在
宅重度障がい者手当システム、障がい者手当
（特別障がい者手当）システム、障がい者手当
（障がい児福祉手当）システム、特別児童扶養
手当システム、障がい者扶養共済システム、給
付管理（補装具）システム、給付管理（日常生活
用具）システム、給付管理（その他）システム、
更生医療システム、障がい福祉サービス給付シ
ステム、基幹相談支援・障がい者虐待防止シス
テム、家族介護用品購入助成（おむつ券）シス
テム、ねたきり高齢者等見舞金支給事業システ
ム、短期保護事業/措置システム、医療助成シ
ステム、後期高齢者医療システム、育成医療給
付システム、未熟児養育医療給付システム、小
児慢性特定疾患医療給付システム、障がい者
福祉（精神）システム、一般不妊治療費助成シ
ステム、特定不妊治療費助成システム、児童福
祉システム、家庭児童相談システム、母子寡婦
福祉資金システム、保育システム、公立幼稚園
システム、私立幼稚園就園奨励費補助金システ
ム、一時保育システム、市営住宅システム、学
齢簿・就学援助システム、税外収入管理システ
ム、庁内開発基盤システム、結核管理システ
ム、特別給付金システム、出産・子育て応援給
付金システム、申請管理システム）

事後
その他の項目の変更であり、
事前の提出・公表が義務付け
られない。

令和5年4月1日
Ⅲ⑶-9
具体的な方法

(省略)
＜中間サーバー・プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバー・プラットフォームの運用に携わ
る職員及び事業者に対し，セキュリティ研修等を
実施することとする。
・中間サーバー・プラットフォームの業務に就く
場合は，運用規則等について研修を行うことと
する。

(省略)
＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
IPA（情報処理推進機構）が提供する最新の情
報セキュリティ教育用資料等を基にセキュリティ
教育資材を作成し、中間サーバー･プラット
フォームの運用に携わる職員及び事業者に対
し、運用規則（接続運用規程等）や情報セキュリ
ティに関する教育を年次（年２回）及び随時（新
規要員着任時）実施することとしている。

事後
自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム更改に伴う変更
重要な変更にあたらない

令和5年4月1日 Ⅲ⑶-10

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
・中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、ＩＴリテラシーの高い運用担当者による安
定したシステム運用・監視を実現する。

＜中間サーバー･プラットフォームにおける措置
＞
中間サーバー・プラットフォームを活用すること
により、統一した設備環境による高レベルのセ
キュリティ管理（入退室管理等）、ITリテラシの高
い運用担当者によるセキュリティリスクの低減、
及び技術力の高い運用担当者による均一的で
安定したシステム運用、監視を実現する。

事後
自治体中間サーバー・プラッ
トフォーム更改に伴う変更
重要な変更にあたらない


